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すべての子育て家庭に対する支援について  

（参考資料）  

次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）の概要  
【20年度予算】  【21年度予算】  
37，500百万円  → 38，800百万円   

各種の子育て支援事業などの次世代育成支援対策に関する施策について、地域の特性や創意工夫を活かした事業の実施を支援することにより、市町村行動計  
画に基づく取組の着実な推進を図るため、平成17年度に創設。  

～交付金化することによるメリット～  

○ 醐引こついて   
各市町村が本交付金の申請をする場合には、各市町村が次世代育成支援対  

策推進法に基づき策定する5年を】期とした行軌計画の毎年度の具体的な実  
施計画を作成します。  

従来の補助制度  

○ 各市町村が策定する事   
業計画全体  

助成単位  ○ 個々の施設・事業ごと  

※5年を1期とした行動計画の毎年度の具体的な実施計画であることから、  
事業計画に盛り込む事業・取組の内容は、実施しようとする次世代育成支援  
対策の施策や事業として行動計画において記載されていることが必要です。  

○ 各自治体が策定する   
事業計画に記載されて   
いる事業であれば助成   

対象   

○ 補助要件や補助基準   
が細かく定められ、こ   
れに対して適合するも   
のに限定  ○㈱こついて   

【特に重点的に推進する事業（特定事業）】  
①乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）  

②養育支援訪問事業  
③ファミリーーー・・・・サポート・センター事業  
※【拡充】病児・病後児預かり等も対応  

④子育て短期支援事業（ショ、一トステイ■トワイライトステイ）  

⑤延長保育促進事業  

【21年度新規事業】  
○次世代育成支援人材養成事業  
のほか、その他地域の特性や創意」二夫を活かした子育て支援サービ  
スの提供を行うための取組としての各種事業を対象とする。  

○ 補助要件に基づき個   
別の施設・事業ごとに   

その内容を審査し、採   

否や補助額を決定  
○ 補助金の使途は、当   
該事業に限定  

○ 交付金の算定方法について   
交付金は、個別事業ごとに交付する金額を決定するものではなく、事業計画  

を総合的に評価し、その事業計画の実施に必要な経費に対して交付するもの。   
特に重点的に推進する事業（特定事業）については、事業ごとに、従来の標  

準的な所要額を念頭に、事業量や取組内容に応じたポイントを設定します。  



次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）の対象事業・配分方法  

＜対象事業・交付額配分等について＞  

B その他事業（市町村の   

創意工夫ある取組）   

※児童の人口に応じ   
ポイント設定   

加算  

【取組例】  
・老若男女の地域住民の   取組事  

主体的な子育て支援活動   
菓数など  

、交流の促進   ＋           により ポイント  

・要保護児童対策地域協議   
会の設置・運営   加算  

・子どもたちからの電話相   

談等対応   
・食育の推進   
・子どもの事故防止対策 等   

A特定事業（子ども子育て応援プラン書項）等  

※各事業ごとに事業量や取組内容に応じてポイント設定  

①乳児家庭全戸訪問事業  
②養育支援訪問事業  
③ファミリー・サポートセンター事業   

【拡充】21年丘より病児・病後児の預かりも対応  

④子育て短期支援事業  
⑤延長保育促進事業  

①次世代育成支援人材養成   
事業【新規】  

②子どもを守る地域ネットワーク   
機能強化事業  

③へき地保育事業  
④家庭支援推進保育事業  

C 減算  

前年度の計画と実績に禿雛がある場合、執行率（実績／計画）  

によリボイントを減算（緩和措置あり）  

単位：億円  

＜17′＞ ＜18′＞ ＜19′＞ ＜20′＞＜21′＞   

346  340  365  375  388  

一時預かり事業  

のサービス・給付内容  

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は幼児について、主として昼間において、保育所その他の場所にお  
いて、一時的に預かる事業   

（勤実施状況  

《実施箇所数》 7，651箇所（H20年度交付決定ベース）  

（3）基盤整備  

の 基盤整備に関する枠組み  

市町村が次世代育成支援対策推進法に基づく地域行動計画において、計画期間（5年間）の取組を記載   

（卦 施設整備補助  

保育所の施設整備の際に一時預かり事業のための部屋等を整備する場合には、施設整備補助あり。  

†   



第16回社会倶F暮さ曇l会   
少子化対策特別部会  

自演の・実の仕事を手伝う人など様々であろ。「就労支援のための保育」ということも、あ   

まり一律に考えない方がよい。  

9 パートタイム利用者も含めた形に保育所制度を再編成してはどうかという考え方もあ   

ろうが、私はごちゃ混ぜにしない方がよいと思う。「在勤呆青」を安定して運営できる   

保育所の基盤があった上で、ニのような形の「一時保育」が安定して実施できるのだと   

思う。保育の面では、両者はほどよい触れ合いを持てている。  

10 当保育所の場合、ホールを利用して、週に4日、10時半～15時半、随時親子で利   

用できる「親子サロン」（0～2歳児対象）む開設しており、賑わっている。「親子サ   

ロン」、「イ時保育」、「定型保育」の3点セットがうまく機能しているu  

11「一時保育」がこのような場として機能している半面、短時間利用など気軽な預け場   

所とLてはあまり機能していないのは事実で、そのようなイこ摘もあると思う。そのよう   

なニーズに対しては別の種椿の「一時預かりの場を用意する必要がある。「ひろば」   

に付設するなど日頃から馴染んでいる場所であるのが望ましい。  

一三 3点セットで仕事をしていると、在宅子育て家庭が抱えている悩みや問題の大きさが   

よ〈分かるL親だけでなく、ナと㈱ちり、   

ゆったり遊べる楽Lい保育の揚が必要である。  

t3 少子化対策という視点からすると、ヰ，つと rひろばlや「冊時保育lのような在宅子   

育て家庭支援に力を入れる必要があると思う。（待機児嚢対策との関係で、現状は少し   

バランスを欠いている印象をもつ㍍）  

14今の経済状況から、子どもを預けて働きに出たい母親は増えている。しかし、小さい   

うちは自分の手で育てたいと思っている母親は多く、しかし家に閉じこもりたくはなく、   

割り切れていない母親が多い。そういう母親が r一時保育」を経験して、保存の揚が十   

どもにとってもむしろブラスであることを知り、仕事とF育ての両立の道に踏み出して   

行くことし少なくない。一時保育を手がけて、二れまでのようにa】lorn小山n空ではない   

生き方を保麿できる「中間的な保育ニー∴ズ」に応えろ腸の重要性を肌で感じている。  

参考資料  

○ 一時保育制度をめぐる経緯  
∴平成2年 間の補助事業として創設。  

・補助金は、定額制からスタートしたが、出来高払い制に移るなど変遷」ている。  

・東京都では、平成8年にバオバブ保育園を含む4園で開始したのが最初．  

・平成15年、国では「特定保育」（週3日ていどまで保育に欠けると市町村が認定した   

児竜を対象に必要な日時保育する事業）の制度が出来た。一時保育利用者の中にはこれ  

5   

平成20年10月2g【］  

保育所における一時保育の経験からの提言  

バオバブ保育園ちいさな家 達Ll」洋一  

（1乙成20年10月29日）   

陳述要旨  
1現在保育所で行われているトⅧ醐）とし   
て大きな可能性を持っている．L7うゝし その可能性の大きさが行政や保育関係者に理解さ   

れているとは言い経い、  

2 統計上の 一時保育実施屈所牧の約半数は「数名を通常保育クラスに 一時的に受け入れる」   

方式のものと考えられるが、私が大きな可能性を持つと考えるのは「専用の保育室と春作   

の保育スタッフを備え、冊引呆育」である。以下、   

そのタイプを想定して述べる。  

3 「一時保育」の中心となっている〝）ほ「非定型保育」（隔週に1Fl～毎週31］といった   

へ－スで継続して保育するもの）で、そこに「緊急∵時保育（親♂）病気等で短期間の保   

育が必要なもの）が加わっている＝  

4 「非定型保眉」が中心であることに上り、それなりのまとまりと楕：ち着きを持った保育   

旦堤がてきていて、子どもも楽しみにして来るょうに／よる。そういう中には「緊急一時的」   

に来る子も溶け込みやすいり 保護者どうしのつながりも生まれ、親としての学びヰjある，  

5 「非定型保育」を利用する理由は、就労からリフレッシュまで幅が広いリリフレノシュ   

も幅が広く、1．2歳児と赤ちゃんを育てている人にとっての必要性などよく分かる山 近   

年は宵闇疲れの親が直の健康センター／亡とから利用を勤められて来るケースも少なくな   

いレ1．2歳児が友だちと触れ合うことのできる保育の場としての意味もあり、親の期待   

ヰ〕部はそこにもあるように思われる。  

6 ニ〝〕ようなト時保育」は、1．2歳児を中心に11110〕5人を想定した3011了て   

いどの部屋と3人ていどの保育スタッフを用意することで、3〔〉－50人のニー∴オに応え   

ることができ、施設の効率性は痛い∩ また、保育所の中で実施することで調理、石請、相   

談、・事務など保育所が持つ機能や施設設備を清岡しているり 独立施設でヤればもっとコス   

トがかかるリ  

7 利用方式は、一定の制度の下での利用者と保育所の直接契約である”「時保育」の場   

合は、その方が即応力があり実際的であるL ただし、受け入れ客室を超える利用希望に応   

えきれずお断りする苦労は絶えない 

8 就労による利用者の中には、いわゆる待機児竜もいる。しかし、周に3［］利用し2日は   

祖母にみてもらうような人から、自宅就労なので成り立っている人、忙しい時期だけ  



○ 多摩市における一時保育利用実績（年間のぺ利用児童数）  に該当する子もいるが、二つの制度を区別して実施することは煩雑なので「一時保育」の   

中で受け入れている所が多いと思われる。  

・平成19年度全国統計は「一時保育」7．2】3カ所、「特定保育」927カ所  

・児童福祉法が改正され「一時預かり事業」が法定化されると、ト一時保育」も「一時預   

かり事業」の中に包括されるものと思われる。（ト時頼かり」という名称には疑問。）  

○ バオバブ保育園ちいさな家における一時保育の現状  

・登録児数（10月1日現在）  50名  

週1日以上定期的に利用  39名  

不定期に利用  11名（週に2～3回利用する人も含まれる）  

・登録児の年齢構成  

0鼓児5名、1歳児28名、2歳児17名、3歳以上児0  

（言主）3歳以上児や月齢の大きい2歳児は、近くのバオバブ保育園に紹介Lている。  

・利用の理由（申し込み時点での）  

・就労  21名  

・通院（出産を含む）  18名  

・生涯学習  2名  

・兄姉の行事等  2名  

・就Ⅰ馳活動  1名  

・リフレッシュ  6名  

計  50名  

・利用頻度（定期的利用者）  

平成15  平成16  平成17  平成18  平成19   

バオバブ保育園  一日  ト667  2．032  2．494  2．593  2．297  

半日  2（i3   420   148   】55   295   

バオバブ保育園  

ちいさな家   Ⅰ64   165   171   84   

A園   一日  1．24】  】．252  1．922  】．51l  1．626  

半口  500   348   95   45   37   

B園   一日  81g  l．】38  1．633  1．29▲l  1．424  

半日  392   263   左5   213   l】4   

C園   一日  1．211  2．558  2．944  2．517  2．4（）9  

半日  g30  1．043   85   8g   74   

D圃   一日  2，122  1十小）ウ  

半日  5g   84   

合計   一日  6．547  9．200  10．826  12．220  13，629  

半日  2．071  2．3ユg  578   730   752   

（註）多摩市には公立2、私立16の認可保育所があるが、うち6カ所で専用保育室をも  

った一時保育を実施しており実施率は高いと思われる。  

O 「親子サロンぴ－だま」の状況（平成19年4－12月の実績）  

・新規登録者数  270名  

・の′く利用人数（子ども）  3，035名   

のべ利用人数（おとな）  2，891名  

t開設日数  143日  

・一日平均利用人数（子ども）  21名  

（註）「親子サロンび－だま」は無料。スタッフ2名を配置し、その人件費は年間171  

万円。補助金は受けず保育所会計の中での独自事業として実施している。補助金を受けて  

いないので、市の統計にも国の統計にも載らない。  

23名   

5名  

10名   

1名  

39名  

・週1回  

・適2回  

・過3回  

・過4回   

計  
平成20年3月に登録されていた一時保育児童の4月以降の状況   

・幼稚園に入園  16名   

・保育所に入所  4名   

・認言正保育所に入所  1名   

・その他の理由で継続せず   2名   

・一時保育継続  21名  

計  48名  

福井県・すみずみ子育てサポート事業の概要  

事 業 の 趣 旨  

○すべての子育て家庭が、身近な地域において気軽に（家庭的雰囲気の中で）子どもの預かりなど子育てへの支援を求   

めることができる環境づくり  

○パートタイム労働や保護者の通院、学校行事参加の場合など、既存の子育て支援サービスでは補うことのできない保   

育ニーズヘの柔軟な対応  

事 業 内 容  

1対象事由  
保護者の通院、冠婚葬祭、子どもの学校行事、残業など、一時的に子育てのサポートが必要となる場合  

2 事業主体  

市町（NPO法人、シルバー人材センター、社会福祉協議会等に委託可）  

3 サポート内容  

①一時預かり（施設型、派遣型） ②保育所などへの送迎 ③家事援助（食事づくり、掃除、買い物など）  

4 利用対象者  

小学校就学前および小学校低学年（1～3年生）の子どもがいる子育て家庭  

5 補助基準額   

・利用料金700円／時間（標準利用料）のうち、半額350円／時間（負担割合：県1／2、市町1／2）  
※ただし、第3子以降3歳未満児の利用は700円／時間を補助（「ふくい3人っ子応援プロジェクト」）   

・保険料400円／人（年額）（負担割合：県10／10）  

¶
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すみずみ子育てサポート事業の仕組み  

委託契約（1時間700円）  

③登録者連絡  
■ ■ ■l■l■ ■l■ ■ ■  

⑦利用実績報告  ＝ ＝ll■ ■  

⑧委託料支払（1時間350円）  
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（む利用申込  利用料支払  
1時間350円）  

（∋利用者登録   

T ■ ■ ■ ■   ・＝ト  
子育て家庭  

■
 
 

■
 
 

■
 
 

＿
 
 

l■ ■ ■ ■ ■l■ ■ T ■ ■  

（訂登録申請（年間）  

すみずみ子育てサポート事業の背景  
一子育てを取り巻く環境の変化－  

○福井県の3世代同居世帯割合は全国で2番目に高いものの減少傾向にあり、家庭の子育て機能が低下  

＝｝ 地域における子育て支援機能の拡充  

○保育所でのサービスでは十分応えることのできない、保育ニーズの高まり  

⇒ きめ細かな保育サービスの拡充  

普段は在宅で子育てしているが週ト2回の仕事や、土・日の仕事のとき  

1時間程度の歯医者への通院や、入学式など上の子どもの学校行事があるとき  

夏休みなど小学校低学年の子ども1人では留守番ができないとき  

○福井県の総人 口 お よ び世帯類型別世帯数の推移  

β∠／．∫ββ  

（世帯）   

300．000  

250．000  

200．000  

150．000  

100．000  

50．000  

0  

「人 ノ   
βイβ．β♂♂  

βプβ．♂β〃  

g♂β．♂♂J  

7βク．♂ββ  

7ββ．クβ♂  

7イβ．♂♂β  

7ク♂．ク♂β  

7（フβ．♂♂J   

βクβ■クタ♂  β∠β・タイイ  

232・848  222、975  54．104   59．618  
39．6了8      33．281′  14．9～  47，626  22．3鴇  

后：＼  
16．111  ラ．用                                             17．481   18，g67  

60．859  55，724  49．800  
65．118  63．612  18．6，i  

2g．2l  

121．536  131．019  1ユ9．000  
114，820   110，731  

ヰ9．7l   
52．0鴨  

S60  日2  H7  H12  H17  

⊂：＝コ核家族世帯 ⊂＝：：コ三世代同居世帯［：：：：：：：コその他世帯［：：：：：：コ単独世帯 ＋総人口  

「夫 婦、子 ど も と 両鍔か ら 成 る世帯」 r 夫婦、子 ど も と ひ と り 続 か  ※ 三 世 代 同居 世帯 は  
ら 成 る 世帯J r夫 婦 、子 ど も と 他の親族 か ら 成 る 世帯J「夫 婦、子 ど も、親 と 他の親族 か  
ら 成 る 世 帯」 の 合 計  



すみずみ子育てサポート事業の利用状況  

○サービス利用の理由  ○利用児童の年齢別構成  

※小浜市「わくわくくらぷ」延べ利用者435人の内訳（平成21年8月）  

10  
※福井市、敦賀市、小浜市の利用児童の内訳（平成20年度）  

すみずみ子育てサポート事業拡充の要因  

育児疲れ解消や仕事のためなど、一時的に子育てへの手助けが必要となる場合、  

気軽に利用できる一時預かりニーズに対応  

利用料補助（標準利用料：1時間350円）により、サービス利用に伴う経済的負担を軽減し、  

利用機会を拡大  

NPO法人やシルバー人材センターなど地域における多様な担い手の参画により、  

身近な生活圏でのサービス基盤を整備  

○保育所でのサービスとは別の仕組みとして、すべての子育て家庭を対象に、そのニーズに対応  

○地域の子育て支援機能の活用を図り、身近なところで利用しやすい、低級のサービスを提供  

11   



一時環かり事業の運営事例  

】纂日  ●欄＝   事例2   

稟】覿】■所  鶏舎Z空き：ビル〔一事，ケ言草．畔l担ナ・載ニヲざ：   真岡r：】上告］き・こ士生井臣市いナ育てて＿†イ汀ヱト  
亡三詳ニlこ軍よ旨   

l  11！±1‡岳＃市シル■こ－人材tンγ－  ＼いL豆と／．千爾て㌣カ：－トヒノアーき1きモノ＝こ亡．′三：  

t   委託讐  福井市から－ナキでみ－ナ育て十」ポーー▲†篠r■t  ＿封r〒∴笑顔町∴・▲ら十．7‘ずフ‘一千育てヤ   
形  鼻声蓼●台   1て－ト‡♀竜一軒＝河卜皇   

■  ■箭ロ■l・亡串間   1璧ら「・エ訂オ∫た仁、9≡華F叩   i彗5＝・】∩をニノニl：つ喜草間   

★勤【うち一宇：■楕書書】   一軒職且1名   ユ名・：て・t・2．箭：  

タ  ツ  シルパー全点10£11ち三▼各：三  
フ  一号Il；1丁▼て〟・チャーこモー■†ギナ贅言l   つ名：ご．ち丁＿缶l  

】■1■ボランティ丁事（〝〉   一っ名   り手   

1大 三宍  1日に平ヨ鶏的に声巳l■さ ナrているスタッフ書  約5名■事l伸柑竃書．ニニて十劉1封   捨】．もIIll．零とけ．i欝lニ上・二「■■ナニモ，   

中‖胃∈‖肴  k、■口、9：30－上8：30  

1ヨ今岡700円・：登録fトな」l   1亡奇問7⊂・OP・＝三豊貌十1ない  
＊すみ・デフ■一千育てザポー†・事＃登韓草に1  ヰすき′デフ′－ナ冒‾丁十Iボー・†事禦息駿項－【ユ1  

ゴ托用科食  ∩吉帝l『分まで1巳年Ⅶ35〇R■考3十i刃埠3  誉8喜寿阿分までi巨考γ】ヨ5日円・：箪3十上二」．障3  
」麦寸土痛児J上一声♯ヰ1   ‘蒙も済ニモに捧料・  
呈「食J月中春   卓二食希望IT）綴き；エ桝＝会ヱ5D門   

鞘欄け斬■児暮  宝珠6十日へっ農ノ尼1叶学識クコ早生．）主て－  m隷モへ・・91謙ニモいト与野3羊壬■二【皇で   

杓1・l名   きモ23名  
1日の平均利用十         －■】12D年【t一言■ナユー壬■匿・一Iく閂JFi【1■ユ′＿  ・コミュ山草汀：■「ェ■rニ■牢間モー車1司′」k官 ∈9已ノ＼   

；憂書暮（20年】t）  」栂】，33ユ万テヨ   財‖．シDD「万円   

丁三■′．†・11・昔日．ユ＝コ万円ニ・  人件t  ＄B一元l、j吋1．0・10万習j     （一人■たり平均月■）  り吊Fゼi青1．仁・）つRTi■．事瞥l島本竜て山雫ちキ間】   l ／．．1た・1qT竺帽S．0仁王1R琴叶■  

内  1文科   28■■・・ン．：二的・1く）D‾Fこq：   】0■■・il▲畠勺】56万q 

駅  1亡べ；．】こ紆：】3万円：I   】▼†・il杓18「FPl：j  

一計t事  5：牢．（．＃＝80‾万円二・  滑▲も鬼■、漉1■事■■、七■暮等： 】・l■：i‡lL的〇Dl下q．】   

収入l：20年虞）  的1．65Jl：F円   純】．500万叫   

市■lからの妻l托t事   丁3■二†ふ r的】．21ノl万円】   うロー：一h：キ勺91コ0万F：I  
・丁ふ丁．ち．ナ蜘l   lTヌーr芦■I  

内  」托用料   ＝丁■ヱ；－：二†つ，tJ】0万鞘．：   】0■．）こ・：．約8DO万円．こ   

一駅   書付食   ナ▲†   なL  

他事暮収入からの充当   寸＿1  

l匠支暮且  軒＝2「万芋lソ・Ll－、胃センタ ▼闊★ハ・   lユ笹   

●刊帝児童書旨に町じてスタ：ソフナ乾l虐」て  ●毎て㌣揮h・ぞ．．一千．！ごも種仁・数一ウニ時†恥ニュl：・；婁  
いるため、シこ．7lそ一輪ん‾でいる．く」；，当口爪頒  うの‾ご、1／′∵′ノ和声ゴ匿ケ相当十てこ一スツ＝・：フ．（ユ  

かりIIさi兄に上ウてニlタン■フを呼rf出t＿てたり、  必露とな乙⊥  

カ1象‥．るユ   礪耀＝二あ七ってのl■ll                     ：1タニ・二′には声宅帯雷葬Lて」ごい‾亡も美う土て妄  ●キ・に、捏賄√ノ丸吉⊃人たちで増成L‾rいミ■      【てノで丘L・・．・：1ニ定職▲ウニ・儀真弓‖」差常．仁ニメご斉：∴な  
●一種考■薫．かl；、‡∫l篭二百；こtlれて」、・なl・－ナ．！‾t．  

テ＝ちな二r：‾P、ヤーこl－上．1二躍で乳ミ：‘   ●ノ、タ：二√：∫研1草ム；・」二・さ堕でj・．卜雷＝りご・こ、ち＝．こ⊥なかそ  

亡り時間：∠～：串J17よい， 
12  

子育てひろば「あい・ぽ－と」資料  

特定非営利活動法人あい・ぽ－とステーション  

資料1．施設内一時保育利用案内   

資料2．施設内一時保育利用理由   

資料3．施設内一時保育利用時間の推移   

資料4．施設内一時保育利用者数の推移   

資料5．施設内一時保育を利用された感想   

資料6．施設外一時保育利用概要   

資料7，施設外一時保育両会員数の推移及び活動実績  

（紹介・成立件数累計）  

資料8．子育て・家族支援者養成について   
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◆利用当日の流れ  

＜いらしたとき＞  
（D 会員カードを受付にこ提出＜ださい。   
② 利用申込書にお子さんの本臼の体温や様子などを記入してください。   
③ 名札（シール）をお付けください。   
④ 本田こ利用時闇分の保育料をお支払い＜ださい。   
⑤ こ記入された利用申込書をお持らになり、保育室へいらしてください。  

（外遊びが可能な場合は、靴も保育室にお持らください）   
⑥ 持ち物を、お子さんの名前の付いた専用カコに移し替えてください。   
⑦ 保育士へ利用申込書を渡し、お子さんの様子を伝えて＜ださい。  

◆利用申込書（HPからダウンロード可）について  
利用申込書は、保護者とスタッフの大切な架け橋です。  
お子さんの日常生活を尊重し、貪事時間や睡眠時闇などの  
生活リズムを大切にしたいと思いますので、こ記入をお願いします。  
時脚ださしヽ。   

＜お迎えのとき＞  
（か 受付にお寄りになり、会員カードをお受け取りください。  

一時保育「あおば」利用案内   
理由に拘わらず、お預かりいたします。   
お子さんと少しの時間離れてのリフレッシュを応援しています。   

※ご利用頂くには「あい・ぽ－と会員」の事前登録が必要です。  

◆一時保育利用時同   
月へ′日曜および祝日  7：30′）21：00   

＊ こ利用は1時間以上30分単位になります。   

◆対象   
生後2ケ月以上～小学校就学前のお子さん   
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＊ 料金は、こ利用の際に前払いでお預かりいたします。   

◆利用予約について 匪完全予約制  
※その際、予約時聞の確駿をさせていただきます。   

受付の時計で、6分以上経過している場合は、延長料金をいただ   
きますのでご了承ください。（30分単位）   予約受付時間：月一土 9：00－17：00（日・祝日除く）  

電話：03－5786－3253（予約専用タイヤル）※FAXは不可  
② 保育室へいらして＜ださい。  
③ 保育士より、お子さんの様子をお伝えし、利用申込書をお返しいたします。 

ト  

④持ら物や靴をこ確認のうえ、お持ら帰り＜ださい。  
⑤ 名札のシールはお取り＜ださい凸  

◆持 

胤。ふき  

⊥仁 丁∵ ‾  

＊ 会員登録後、奄話力、受付窓0にて予約をして＜ださい。  
＊ 予約は、利用希望日の1ケ月青打力＼ら可能です。  
＊ 翌日の予約及び予約時聞の延長は前日12：00までお受けします。  
＊ 恐れ入りますが、日曝は8日前．祝日は1遇lⅦ1打に締め切らせていただきます。  

※キャンセル及び保書時間＃凛更・短編に関して（2岬）   
■利用当日から8日前の17時以降のキャンセル→・保書料金の1割  
・利用当日から2日前の17時以降のキャンセル→保書料の5書l  
・利用当日のキャンセル→保▼料金の全鶴   
例）・月曜日のキャンセル→前週の木曜日17：00以降はキャンセル料が発生  

・18：00～21：00（3時間）の予約を15：00～18：00（3時間）へ時間豊玉＿  
→3日前の17ニ00以降のこ連帽の場合、3時間分のキャンセル料が発生  

・18：00～21■00（3時間）の予約を18■00～20：00（2時間）へ時間塾豊  
→3日前の17：00以降のこ達紹の場合、1時間分のキャンセル料が発生   

＊予約時間より早く迎えにいらした場合も、原則として返金致しません。   

＊予約キャンセルが大変多＜、利用希望の万が利用出来ない状況が発生していま  
す。キャンセルされる場合は、で華るだけ早＜こ連絡＜ださい凸  

◆食事について  

各自でご用憲＜ださい。短時間の予頁かりの場合でも、  
㈱皆兵．（オムツ）は必ずお持ら＜ださい。  

◆お最いしたいこと  
臣①こ予約された時間は、お守りください。やむを得ない事情でお預けが遅  

＜なったり、保育時間を延長する壌合は、こ予約の時間内に、必ずこ連  
j 招ください。この場合は、別途延長料金を頂きます。  
②匪則として、■中型甲輿望竺撃■I享でき軍草々し華甲？華子苧ん竺準  

調によっては、お預かりをお断りさせていただ＜1暴合がありますのでこ  
了承＜ださい。  

③インフル工ンザなど法定伝染病に感染し、発熱などの症状がな＜なった   
後も、回復期にある場合は、一時保育こ利用に際して治癒証朋（HPか  

1 ぅダウンロード可）の提示が必要となります。予めこ了承下さい。  

④誓是芸戻！ま遠護認諾喜詰責霊宝あ至芸忘7忘雲…詣芸芸芸讐完   
招ください。変更のこ連結のない場合は、お子さんをお渡しできません  
のでこ了承ください。  

⑤子ども力唱つ過程では、子ども同士、色々なトラフルが起こります机  子どもの成長、発達において大事な意味を持っている場合もあります。   
何らかのトラブルが起きた場合には、保育担当者から詳し＜状況のこ説  
明などをさせていただきますので、こ理解下さい。  

傘  
′て■一、  

一時保育「あ訴lさ」戸》P  

利用案内ほ。。，年り‖書～）  

潜区月］  

、、∴・   

去十一l二‾  
く＝）   

※事前登録について   

＊利用当日までに来館して、「あい・ぽ－と会員」の登録手続きをお済  

ませ＜ださい。   

＊登録受付暗闇：月～土9：00′〉17：00（日・祝日除＜）   

＊登録時に必要なもの：  
・年会費（お一人500円）   
・乳児医療証等（保護者とお子さんのお名前とこ住所が確認でき  
るもので、公的機関発行のもの、1つ）  

※0歳児の場合：母子手帳も必要となります。   

みなと子育てサポートハウス事業   
子育てひろば「あい・ぽ－と」  

〒107－0062  
東京都層区南青山2－25－1  

k O3－5786－3250（代）  
【事業の問い合Iつせ】  

潜区子ども支援部子とも課子ども家庭支援センター  
k O3－3432－8341  

子育てひろば  

あい・ぼ一と   
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子育てひろば「あい・ぽ－と」  

資料2．  

▼l・－・一一一－■ 1－‥－－■，・・・，・■－一－－■－－▲1－－1■■■い－■l一一 1・一－－一，・・・・－1〈＝－一l－，、－一， 1－、l1一■  一一＝  一一，、＝l・1－l一一■一＝－l  、▲  

施設内一時保育利用理由（2009年9月）  
＿＿一一一‾‾■■■‾‾「‾‾‾I■、㌧  

→＼、 
＼＼、 ←＼  

＼   

仕事  

39％  

．  あい・ぽ－との   

館内  

講座利用   

6％  
学習・資格取  

親の介護  

2％  4％  

冠婚葬祭1％  子どもの稽古  
5％  

＿．ニ・；二・＿∴．・：；：二＿一一一一  

病気・通院  

4％  

16  
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子育てひろば「あい・ぽ－と」  

資料4．  

子育てひろば「あい・ぽ－と」  

資料5，  

施設内一時保育を利用された感想  
0  25  50  75  100  125  150  175  200  

子どもが満足そうな顔をしていて安心した  

子どもを預ける自信がついた  

リフレッシュができた  

急用に対応してもらえて助かった  

仕事や就職準備での用事に対応してもらえて助かった   

子どもの様子を保育連絡ノートやスタッフから知ることができた  

子どもの個性や状況に応じたていねいな保育をしてくれた  

保育中の発熱など病気への対応が不十分だと感じた  

保育内容について説明が足りないと感じた  

スタッフの保育に疑問を感じた  

利用料金が高い   

保育時間や内容からして、保育料金は適切または安いと思う  

その他  
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子育てひろば「あい・ぽ－と」  

資料6  

派遣型一 時保育事業利用概要  

2006年4月から澄区の新規事業として、あい・ぽ－とステーションカ†「派遣型一時保育」を   

実施することになりました。預ける理由を問わずに、宿泊や病後児の保育もお受けする、全国でも   

先駆的な子音て支援策として、利用される万々のニーズに寄り添った柔軟な保高を目指しています。  

あい・ぽ－と子育てサ7K－ト事姥席  

利用会員登時  
打ら合わせの稲告  

支援活動報告雷提  

支指差員の紹∩  
利用会員の紹r「  

し支…】  
事育ち才丁ら合わせ  
料金支払い  

利用の内容二子どもの一時保育（確書泊を含む）  

病後児時保育（宿泊を含む）  

新生児保育  
育児支援（保育倭、  

幼稚園の送迎や一時保育など）  

対象年齢：生後7日以降の乳幼児  

～小学校6年笠の子ども  

t※21年4月から対象を拡大しました．）  

支援会員二子育て・家族支援者賛成喜籍座書忍定壱  

利用料金こ  
楕健児  

－f埼保育   ・新王児保育   

時間帯       通常  900円′rH  1．000円′H  宇朗（7時′－9時） †安閲（18昭・－21時）  日l鐘・事兄日  1，100円′H  1．2C亡〉円ノH  21（：に）～24 00  1、600円′H  1．700円′′－H   盾；白 （21時一聖粥了暗まで）  5，000円  10．000円   
子㈹とにト  
NPO〉去人あい・ぽ－とステーションカて、地  
上或の子育て力の向上をめざして実指する「子  
育て・家族支援者黄成講座」で、65時間の  
吉薫蒸・27時間の実習を受崩して、一定の知  
三哉と技能を有していることを「あい・ぽ－と  
ステーション」が認定し7三人材です。  

＊24 00以降は、宿泊の有無に関わらず、宿泊料金となります。  
＊24二（X以降の保育を予約される場合、ZlOO以降は宿泊料金   
となります。  

20  

子育てひろば「あい・ぽ－と」  

資料7．  

（人）施設外一時保育 両会員数の推移及び活動実績（紹介・成立件数累計）  

3  

0  

21   



伽
 
 

地
域
の
子
育
て
力
を
高
め
る
 
 
 

子
育
て
。
家
族
支
援
者
の
養
成
 
 

リ
一
‖
1
〓
7
隼
1
2
り
、
国
は
人
′
彼
の
少
1
い
化
 
 

対
策
の
基
本
と
な
る
 
二
ト
ビ
も
と
家
族
を
応
 
 

拉
す
る
日
本
重
一
点
戦
略
し
を
と
り
ま
と
め
、
 
 

「
鋤
き
万
の
改
羊
」
し
し
「
審
挺
に
お
け
る
√
 
 

育
て
を
包
括
的
に
丈
接
す
る
杵
射
み
 
（
祉
人
．
人
 
 

的
基
盤
）
 
の
貸
」
を
土
製
な
対
策
と
し
て
 
 

位
択
づ
け
た
じ
換
言
す
れ
は
、
「
ト
ム
H
て
や
家
 
 

庭
豊
満
を
犠
抑
に
す
る
こ
と
な
く
鋤
き
続
け
 
 

ら
れ
る
耗
労
茂
を
確
保
L
、
同
時
に
親
が
 
 

多
様
な
働
き
〃
を
選
択
て
き
る
柔
軟
な
サ
ポ
 
 

ー
ト
体
制
の
卜
、
安
心
し
て
ナ
ビ
も
を
頂
け
 
 

る
こ
と
の
で
き
る
保
育
ヤ
地
城
の
育
妃
支
推
 
 

の
充
実
を
目
指
し
た
も
の
で
あ
る
′
、
 
 
 

患
東
女
学
園
大
宇
大
字
院
教
ほ
 
 

N
P
O
法
人
あ
い
・
ぼ
－
と
ス
テ
」
ソ
ヨ
ン
代
表
理
事
 
 

れ
も
地
域
の
冥
情
に
叩
L
た
活
動
を
如
問
L
 
 

て
い
る
。
特
に
浦
安
出
で
は
、
ク
一
級
議
種
か
 
 

ら
、
子
育
て
ケ
ア
マ
ネ
ー
ジ
ャ
■
1
名
か
誕
坐
 
 

し
、
地
域
の
．
ト
ー
ポ
て
蓬
機
関
と
班
r
右
ろ
 
 

な
ぐ
和
談
権
能
を
発
揮
し
て
い
る
【
 
 

ノ
西
本
講
座
の
挙
 
 

・
高
い
水
準
の
講
座
 
 
 

本
講
座
は
講
義
と
尖
習
を
合
わ
せ
て
常
コ
 
 

マ
 
（
1
コ
マ
㈹
分
）
、
講
壁
用
間
は
毎
週
．
 
 

‖
、
1
か
パ
制
に
及
ぷ
、
講
師
は
本
法
人
現
 
 

車
を
は
じ
め
と
し
て
、
乳
幼
児
教
育
保
木
〓
の
 
 

第
．
腺
の
研
究
責
・
実
践
者
か
務
め
、
質
量
 
 

廿
ハ
に
高
い
水
準
を
‖
指
L
て
い
る
【
講
師
陣
 
 

…
汐
見
稔
率
（
∩
晦
や
国
人
や
学
長
‥
教
育
 
 

い
‡
 
森
卜
史
朗
 
（
r
ど
も
と
保
育
総
合
研
 
 

究
所
代
衣
＝
幼
児
教
育
）
 
遠
山
洋
．
六
 
 

オ
バ
ナ
保
育
園
ち
い
さ
な
未
開
良
‥
乳
幼
児
 
 

保
育
）
 
／
 
榊
原
洋
．
（
お
茶
の
変
√
大
学
 
 

教
授
‥
小
氾
医
学
）
 
小
西
行
郎
 
（
中
里
い
女
 
 

♪
医
大
学
教
‥
脳
科
学
）
 
同
 
性
 
 

科
授
 
 

（
夫
妻
女
√
人
草
雅
致
授
．
保
育
草
）
 
新
 
 

澤
読
流
∵
あ
い
・
ば
ー
と
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
代
 
 

衣
理
車
‥
保
育
カ
ヤ
ン
セ
リ
ン
ク
）
 
人
‖
 
 

向
雅
夫
（
発
達
心
理
学
）
 
ほ
か
】
′
 

‡
な
講
座
内
容
は
け
乳
幼
児
保
育
教
育
の
 
 

新
た
な
知
識
や
技
術
を
苧
ひ
、
サ
親
の
ニ
ー
 
 

ス
の
背
後
に
あ
る
個
別
の
車
情
を
理
解
す
る
 
 

力
と
化
ハ
に
、
コ
紬
の
悩
み
を
撒
き
、
仙
∴
す
 
 

地
域
の
子
育
て
支
措
定
視
の
時
代
を
迎
え
て
 
 
 

～
国
も
施
策
を
大
き
く
方
向
転
換
 
 

肺
 
 

こ
の
重
点
戦
略
は
、
少
子
化
対
策
・
・
ト
ム
〓
 
 

て
支
接
に
必
要
な
蟹
の
恥
人
成
と
も
い
う
 
 

ぺ
き
¶
子
ど
も
㌧
ナ
育
て
応
拉
プ
ラ
ン
」
 
 

（
2
＝
n
l
㌍
・
ホ
）
 
の
内
容
を
受
け
、
そ
の
 
 

小
か
ら
ム
，
・
後
の
日
本
社
会
に
‥
準
，
U
重
要
か
つ
 
 

急
戯
と
考
え
ら
れ
る
施
策
に
文
字
通
り
重
点
 
 

的
に
焦
点
を
穎
っ
た
も
の
で
あ
る
。
■
－
バ
ツ
q
 
 

O
牛
の
1
∴
封
シ
ョ
リ
ク
以
来
、
1
．
独
咋
に
 
 

亘
っ
て
き
ま
ぎ
ま
に
試
行
鈷
洪
を
繰
り
返
し
 
 

て
き
た
日
本
の
少
．
ナ
化
対
寵
”
が
、
よ
う
や
く
 
 

根
本
的
対
策
の
ツ
ポ
を
押
さ
え
る
こ
と
か
て
 
 

き
た
と
一
二
［
え
よ
う
。
こ
の
施
策
の
尖
現
に
要
 
 

す
る
弗
－
1
川
は
単
な
る
コ
ス
ト
て
は
な
く
未
来
 
 

へ
の
投
貿
で
あ
る
と
、
踏
み
込
ん
だ
見
離
を
 
 

一
小
L
て
効
果
的
な
則
政
茂
人
の
必
要
性
に
配
 
 

慮
し
て
お
り
、
重
点
戟
絡
に
か
け
る
政
柄
の
 
 

る
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
マ
イ
ン
ト
、
J
そ
き
る
 
 

土
接
と
で
き
な
い
友
接
を
見
極
め
、
で
き
な
 
 

い
王
様
は
他
の
人
ヤ
卑
円
債
閲
に
託
す
分
別
 
 

と
地
域
の
友
接
打
と
の
運
庶
右
の
習
得
等
を
 
 

重
視
L
た
構
成
と
な
っ
て
い
る
1
．
 
 

・
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
体
制
の
充
実
 
 
 

本
講
座
の
太
・
当
の
ね
ら
い
は
認
定
後
に
あ
 
 

る
と
考
え
て
い
る
r
活
動
で
得
た
成
果
や
聞
 
 

迅
点
を
共
有
し
、
時
に
は
実
際
に
活
動
し
て
 
 

小
足
し
て
い
た
知
識
や
技
術
に
気
付
く
と
い
 
 

、
7
戸
も
少
な
く
な
い
「
一
こ
う
し
た
要
請
に
応
 
 

え
る
た
め
、
毎
月
パ
ッ
ク
ア
ッ
プ
油
蝉
を
開
 
 

帳
し
、
友
接
力
の
維
持
向
し
に
努
め
て
い
る
。
 
 
 

さ
ら
に
、
認
定
符
に
は
、
で
き
る
限
り
有
 
 

償
の
活
動
統
会
を
撞
供
す
る
こ
と
も
、
ネ
講
 
 

座
の
人
切
な
役
調
と
し
て
取
り
組
ん
で
い
る
「
 
 

晋
域
の
人
材
斎
戒
の
必
要
性
と
盈
 
 

八
人
材
養
成
を
必
要
と
す
る
北
星
昏
 
 
 

本
企
画
は
、
私
が
1
リ
7
0
年
代
当
初
か
 
 

ら
育
児
一
小
女
ヤ
ス
ト
レ
ス
に
悩
む
母
親
の
実
 
 

情
に
つ
い
て
繰
り
返
し
調
査
を
行
い
、
り
親
 
 

の
孤
独
の
深
刻
さ
と
そ
の
対
策
の
必
要
性
を
 
 

痛
感
し
て
、
具
体
的
構
想
を
温
め
て
き
た
も
 
 

の
で
あ
る
し
 
 
 

▼
－
」
育
て
の
α
滞
の
人
γ
を
担
い
な
が
ら
心
 
 

身
と
も
に
大
き
な
f
l
損
を
塵
い
ら
れ
て
い
る
 
 

け
親
か
チ
育
て
に
ゆ
と
り
を
取
り
．
促
す
た
め
 
 

大
日
向
雅
美
 
 

姿
勢
に
期
待
が
持
て
る
内
容
に
な
っ
て
い
る
．
 
 
 

重
点
戦
略
の
申
で
特
に
地
〃
1
1
流
体
と
の
 
 

閃
怖
で
往
目
し
た
い
の
は
、
家
庭
に
お
け
る
 
 

．
ト
・
育
て
を
支
え
る
保
育
や
地
域
の
育
児
妾
接
 
 

の
克
夫
で
あ
る
し
地
域
の
千
人
ヱ
し
文
接
の
重
 
 

安
化
か
こ
れ
ほ
ど
＝
T
L
R
を
葉
め
た
時
代
は
な
 
 

か
っ
た
と
言
っ
て
も
心
音
で
は
な
い
っ
↓
－
ム
〓
 
 

て
よ
緩
は
姦
を
受
け
る
囲
も
支
え
る
側
も
 
 

「
ヒ
ト
」
で
あ
り
、
軋
点
戦
略
を
推
進
し
て
 
 

い
く
に
際
し
て
は
、
当
然
の
こ
と
な
が
ら
、
 
 

人
の
養
成
に
注
目
す
る
必
要
か
あ
る
■
 

‖
本
の
看
て
文
瞳
策
か
「
ハ
コ
モ
ノ
」
か
 
 

ら
「
ヒ
ト
」
の
育
成
へ
と
舵
取
り
の
〃
両
を
大
 
 

き
く
転
換
さ
せ
た
時
代
を
迎
え
た
こ
と
は
感
 
 

慨
深
い
こ
と
で
あ
る
が
、
地
域
で
情
動
す
る
 
 

人
材
の
速
成
は
十
分
な
董
柿
に
乏
L
く
、
 
 

則
．
夕
に
は
進
ま
な
い
難
L
い
課
題
を
抱
え
 
 

て
い
る
こ
と
が
最
大
の
問
題
点
し
J
い
え
よ
う
「
 

本
稿
で
は
プ
r
育
て
∴
水
族
友
接
骨
」
養
 
 

成
に
1
隼
余
り
前
か
ら
取
り
軋
ん
で
き
た
N
 
 

P
O
法
人
あ
い
・
ほ
1
と
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
の
 
 

某
践
を
郷
介
し
、
こ
の
凱
他
に
果
た
す
自
治
 
 

体
の
課
題
に
つ
い
て
考
え
る
こ
と
と
す
る
．
‖
 
 

噸
 
 

に
も
、
必
要
に
応
じ
て
．
時
伯
に
ナ
育
て
を
 
 

代
わ
っ
て
く
れ
る
人
が
必
要
て
あ
る
U
．
万
、
 
 

′
よ
‖
て
か
」
段
落
し
て
も
柑
就
麟
依
り
▲
は
難
し
 
 

′
＼
 
社
会
か
ら
の
疎
外
成
T
－
純
済
力
の
な
い
 
 

不
安
に
苦
し
む
中
隼
期
の
女
性
が
少
な
く
な
 
 

い
一
骨
児
巾
に
文
法
を
求
め
る
母
親
や
育
犯
 
 

か
．
段
落
し
た
後
の
社
会
参
加
を
求
め
る
女
 
 

性
の
双
〃
が
、
小
き
が
い
を
も
っ
て
地
域
で
 
 

捗
ら
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
社
会
の
シ
ス
 
 

テ
ム
と
し
て
「
支
え
■
支
え
ら
れ
て
お
互
い
 
 

様
」
 
の
関
係
を
地
域
に
築
く
こ
と
が
求
め
ら
 
 

れ
て
い
る
。
 
 
 

本
法
人
か
港
区
と
の
協
働
で
運
営
す
る
′
ナ
 
 

育
て
ひ
ろ
ば
ハ
あ
い
・
ぽ
ー
と
）
 
（
港
区
術
 
 

ド
‖
山
〉
 
で
は
、
「
理
由
を
問
わ
ず
預
か
る
一
 
 

時
牒
育
」
を
他
所
に
失
脚
け
て
ソ
一
C
り
り
J
隼
 
 

の
開
設
当
初
か
ら
実
施
し
て
い
る
。
 
 
 

「
育
て
∴
水
族
女
は
許
の
方
々
が
、
保
育
 
 

ト
ス
タ
ツ
7
と
比
ハ
に
主
に
．
時
保
育
者
と
な
 
 

り
て
、
地
域
の
喜
て
家
扶
の
二
－
ズ
に
応
 
 

え
る
ベ
ノ
、
症
力
仙
な
活
動
を
行
っ
て
い
る
。
 
 
 

ま
た
、
ソ
一
級
認
定
者
は
勅
手
の
家
庭
等
、
 
 

希
望
さ
む
Q
場
所
に
川
向
い
て
え
接
す
る
派
 
 

仰
J
山
型
．
時
保
育
者
と
し
て
の
活
動
を
行
っ
て
 
 

い
る
か
、
接
家
疲
が
一
般
と
な
っ
て
い
る
今
 
 

‖
て
は
、
実
家
の
洩
の
よ
う
に
き
め
細
や
か
 
 

に
ト
ス
ほ
L
て
も
ら
え
る
と
歓
迎
さ
ね
て
い
る
。
 
 
 

し
か
し
、
当
初
は
本
講
座
の
意
義
に
付
し
 
 

出
講
座
の
概
要
と
実
績
毎
 
 
 

「
よ
H
て
・
家
族
支
援
者
」
は
、
N
P
‖
 
 

あ
い
・
ぽ
－
と
の
子
育
て
 
 
 

家
族
・
支
援
者
養
成
 
 

E網卿  

は
人
あ
い
・
ほ
ー
と
ス
テ
ー
シ
ョ
・
／
が
ト
催
 
 

す
る
誹
庫
を
受
講
し
、
れ
格
を
認
定
さ
れ
て
、
 
 

地
域
の
7
「
一
育
て
文
ほ
に
従
W
す
る
人
材
を
意
 
 

味
す
る
。
せ
講
対
象
は
、
′
上
‖
て
締
験
の
れ
 
 

妹
に
か
か
わ
ら
ず
着
て
支
接
に
皿
心
を
も
 
 

ち
、
地
域
て
活
動
が
で
き
る
抑
故
以
仁
の
里
 
 

女
で
あ
る
r
特
に
．
1
ム
‖
て
か
一
段
落
し
た
女
 
 

性
や
退
職
後
の
地
域
活
動
を
R
指
す
朋
友
の
 
 

社
会
参
加
を
板
野
に
お
さ
め
、
老
君
出
女
旺
1
 
 

同
参
両
で
地
域
の
育
児
力
の
向
じ
を
図
る
こ
 
 

と
を
日
指
し
て
い
る
 
 
 

↓
－
ム
り
て
∴
が
族
友
ほ
石
」
の
認
ハ
疋
は
．
 
 

現
れ
の
と
こ
ろ
、
1
魂
∵
了
育
て
ひ
ろ
は
等
 
 

で
親
子
に
か
か
わ
り
、
遊
び
を
友
ほ
L
、
▲
 
 

略
保
育
溝
助
を
行
、
ユ
、
2
級
八
日
宅
や
晶
 
 

板
育
を
打
う
．
新
井
把
、
 
 

望
家
庭
等
で
．
畔
 
 

痛
縁
M
ル
、
緊
急
時
の
お
泊
り
預
か
り
を
人
．
1
む
 
 

派
遣
型
‥
時
保
育
）
 
か
ら
な
る
 
【
－
絨
‥
地
 
 

域
の
施
設
隼
寸
を
机
一
円
し
て
、
グ
ル
ー
プ
で
行
 
 

う
 
相
伴
育
活
動
の
リ
ー
ダ
ー
と
な
る
人
材
【
 
 

正
成
は
準
備
中
）
 
 
 

講
座
閲
始
迄
に
ソ
1
隼
余
の
準
備
期
問
を
鮮
 
 

て
、
港
区
で
ソ
】
り
り
5
隼
に
り
り
撒
窮
1
期
、
 
 

リ
】
‖
‖
6
年
に
リ
ー
緻
耶
1
期
を
閉
講
し
た
 
 

現
ん
1
融
は
第
Ⅵ
則
、
リ
ー
級
は
弟
‖
剃
ま
で
 
 

ま
施
（
1
紐
認
定
昔
2
‖
1
名
、
ソ
一
絨
認
定
 
 

者
1
日
名
「
ソ
ー
り
り
＝
隼
か
ら
浦
安
市
・
一
 
 

代
m
区
で
も
同
様
の
㌦
種
を
閲
姑
し
、
い
す
 
 

て
疑
問
の
声
も
少
な
く
な
か
っ
た
三
地
域
 
 

の
子
育
て
支
援
に
こ
こ
ま
で
本
格
的
な
講
座
 
 

が
必
要
な
の
か
フ
∴
と
訝
る
声
は
、
人
′
も
本
 
 

講
座
を
椚
介
す
る
度
に
各
方
面
か
ら
㈹
か
れ
 
 

る
じ
「
せ
講
音
は
・
仁
鰯
で
あ
ろ
う
か
ら
、
3
、
 
 

1
回
で
済
む
術
中
な
も
の
で
な
く
て
は
希
望
 
 

行
は
集
ま
ら
な
い
の
で
は
な
い
か
」
と
か
 
 

「
ナ
育
て
支
援
ヤ
保
育
は
、
女
廿
で
あ
れ
は
、
 
 

特
に
白
身
に
子
育
て
S
辟
版
か
あ
れ
ば
、
だ
 
 

れ
で
も
で
き
る
の
で
は
な
い
か
一
と
い
う
上
〃
 
 

か
寄
せ
ら
れ
る
√
 
 
 

た
が
、
地
域
で
化
民
が
行
う
ー
育
て
文
ほ
 
 

は
、
保
育
十
や
保
健
輔
等
の
＃
門
職
か
行
う
 
 

支
接
と
は
ま
た
顆
な
る
確
し
さ
に
対
応
す
る
 
 

カ
が
求
め
ら
れ
る
、
J
人
々
の
価
値
組
や
隼
清
 
 

法
式
は
多
様
で
あ
り
、
隼
配
者
と
れ
い
親
と
 
 

の
問
に
は
世
代
の
差
が
あ
り
、
吐
き
た
時
代
 
 

の
ル
珊
も
小
さ
J
、
な
い
J
往
会
状
況
の
変
化
 
 

に
作
っ
て
、
持
の
十
育
て
の
常
蔵
が
適
用
し
 
 

な
い
場
ム
り
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横浜市の一時預かり事業について  

○横浜市においては、平成21年度からは、週2・週3の定期利用など、就労による利用も加え   
て、補助事業を実施。  

○現在は、「子どもミニデイサービスま－ぶる」（NPO法人）など、合計4法人（NPO法人3法人、   
社福1法人）において実施。  

O「子どもミニデイサービスま－ぶる」における実施状況は、毎月約30～40％程度が就労を   
理由に利用している。（21年7月 425人中170人、同年8月 304人中136人）   

【横浜市・補助事業内容】   

○定員10－15名   
○対象児童市内に居住する生後57日以上で小学校就学前までの児童   

○開設日時 週5日（曜日不問）  

10時から15時までを含む1日6時間（施設の判断により延長可）   

○利用料金1時間 500円以下   
○利用制限 児童1人あたり、月84時間まで（遇3日相当）   
○設置場所 市内の利便性の高い場所   

○実施施設 認可外保育施設  

【子どもミニデイサービスま－ぶる】  

・単発利用 9：00～15：001時間 500円   

定期   9：00～15：00（6時間）  9：00～13：00（4時間）   

日数   週3   週2   週3   週2   

3歳以上   25，000円   20，000円   20，000円   14，500円   

1～2歳   28，500円   21，500円   21，500円   15，000円   

0歳   30，000円   22，500円   22．500円   15，500円   
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WAKU2保育 9：30～12：45（3時間）週1回 5．500円／月 週2回10．500円／月  
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石川県のマイ保育園登録制度について  

○ 石川県においては、地域や家庭の子育て力の低下による、育児負担感、不安感の高まり   

を受け、平成17年10月より保育所を子育て支援拠点と位置づけ、「マイ保育園登録制度」   

を実施。   

○ 在宅保育の母親と妊婦が保育所見学や育児体験、保育士への育児相談を通じて、育児   

不安の解消を図るとともに、一時保育の利用などを通じて育児負担の軽減を図り、妊娠期   

からおおむね3歳未満のすべての子育て家庭の育児支援を行う。   

【事業の概要】  

○ 対象者   

妊娠期から在宅で保育を行っているおおむね3歳未満の親子  

○ 実施施設   

保育所、事業実施を希望する幼稚園、地域子育て支援拠点で市町が適当と認めた施設  
○ 事業の内容  

・母子健康手帳交付時に「マイ保育園登録申請書」を交付。母親は、登録を希望する保育所に登録。  
・マイ保育園における育児体験、育児教室、育児相談  
・一時保育サービス等   

（登録者から出生届が出されたときには、一時保育利用券（半日3回無料券）が交付）   

【実施状況】  

平成20年度末 金沢市を除く18市町 270保育園において実施  
登録者 5，348人  
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マイ保育園登録事業をご存知ですか。  

マイ保育園登録事業って？・・・   

平成l．S年7斥】ロひら、マイ保育園告緑事案の豊抒香院旭します，▲   

注絹さんや母規等力t、身近な保育匪に登録することで、出産前から子ともが3竃になるまで  
の特に不安の多いこの詩声卦こ、ほ胃士写から紐続的こ支はl‾育児見学や育児相こ軋一時保毒サー  

ビス）を受けること打でさますし   

たとえば・・・こんないいことがあります。  

・出産前に育児見芋を体験することで、告児に関する不安の車掌河につながり諾す公  

・奮矧こ疲れた時なとは、3歳の誕生日前白までの闇、一陣保育サービス（平目の午弧 半日〕   

が3t司まで無≡組で利用できます。  

・身近lこ育児相識の相手がいる安心感が生まれます   

どんな人が萱♯できるの？・・・   

出産を控えた万「母子健康手帳の交†寸を賢けた巧〉1P平！茸柑年7月1I∃ui艮に望ま】1たお子  

さん孝家屡で保育している乃右己どです． 

彗♯はこうすれはできます。   

母子腔康手壊を交付するときに、マイ喋筈囲登録率諭吉をお諾しします－これを吊諾する傑竃  

「酎＝蒜出すると脊持されますれまた、既に日子健康手帳の交付李受けて、芸だ、出産されていな  

い万も苅態となりますので、希望する保育幽で登ぎゑ申請書を単け月又り、喜己入のうえ保育園に提出  

して下さし＼‘   

茶要する1号音圃に「登録申請琶」を三塁出すると、【子育て応援カード】雀お涼しします。こ才1  

で、登録完了てす！。蓋甜菜弓園で、胃児見学や胃児用言㌍などのサービスが受けられ層すレ   

お子さんが、誕生した緩も育児椙謎や一時保育在どのリービスが受けうれ課す。   

一時保育サービスについて  

t 平日の午前半日、引回」乍引‘ヨで利用でさま召・  

・利用できる可能な年齢こ月齢）は、各保芸偶の受lプ入手l年錮引こよりますこ 亭配に選にこ定評   

‾Fさい．  

・布質する日の2日酌課でに保看匿に達持して下さい【  

・マイ保育園一昭保育づ－ビスは、3歳に達した危合、及び、儒眉偏に入園し疋堤合、入監中   

は無効となります＿  

・このサービスは、お子さん本人のみ、利用できます。他人！こ譜没でさません。  

（3▼⑦－㊤・①▼息▼勒・¢・豊i晶（あ   

登録はお済みですか？  

登録無料  

育児相談・青児見学くk料） ‡一時保育サービス（引回まで無料） 

「オムツ替えjや「授乳J「関わり方」など、 リフレソシュしたい暗や用事がある時な 

宮児見学や育児用扱を無料で受けること ど、一時保育サービス（平日の午前、半 

ができます．  日利用）が滴3歳まで、3【許無射で受け 

られます 

だれが史経できるのつ   
平成18年7月1日以鋒に母子づ王康手嘔を交付された方、竃たは出産された方が対象となります 

登録の方法は？  

「加宜市マイ保育医登伐申邑高書Jに必要事項を記入の上、希望する侵害国に提出するだりです 

その場で登持され【子育て応援カード】が発行されます，  

「「蒜  
に迷ったら、悩んだら、困ったら、  

「マイ保育園」に来てください。  
「かかりつけの病院」があると安心するように．  

チ‥三ー  詮揉園が「かかりつけの保再拝】Jとして子市てを応援します 

く問い合わせ先）加資布こども課保育係 TEL72－7B55  

．†‾－‾‾∵ニモ   FAX72－7797  

E－ma」こbolkll啓qtTkaFa．壇．jp  

詳しくは裏面をご繁下さい。  



ファミリー・サポートセンター事業  

（3）基盤整備  

の基盤整備に関する枠組み   

市町村が次世代育成支援法に基づく地域行動計画において、計画期間（5年間）の取組を記載   

特になし  
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サービス利用の仕組み   

すべての子育て家庭を対象とした事業。   

（卦サービス利用の流れ   

利用又は提供を希望する者が、ファミリー・サポート・センターに対し登録を行い、随時、連絡調整を受けるもの。（サービス提供自  

体は、利用会員と提供会員の間の請負又は準委任契約として行われる。）   

③利用料   

援助活動に対する報酬は、原則として会員相互間で決定。報酬の目安についてはファミリーサポートセンターが会則等で定める  
ことが可能。   



ファミリー・ サポート・センター事業の概要  

ファミリーサポートセンター事業は、乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等を会員として、児童の預  
かり等の援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行うもので  

ある。  
平成17年度から、地域の特性や創意工夫を活かした、次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画の着実な推進を  

図るため、次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金）が創設されたところであり、ファミリ叫サポートセンター事業は、同交付  
金の対象事業とされている。  

平成21年度から、病児■病後児の預かり、早朝・夜間等の緊急時の預かりなどのモデル事業（病児・緊急対応強化モデル事  
業）を行っているところ。  

○相互援助活動の例   

一保育施設までの送迎を行う。  

・保育施設の開始前や終了後又は学校の放課後、   

子どもを預かる。  

・保護者の病気や急用等の場合に子どもを預かる。  

・冠婚葬祭や他の子どもの学校行事の際、子ども   

を預かる。  

・買い物等外出の際、子どもを預かる。  
詞等の緊急預かり斉  ・ 

応（平成21年度から）   

○実施市区町村（平成20年度）  

・570市区町村   

○会員数※平成19年度末現在（）は平成18年度末現在  

・援助を受けたい会員 256，787人（223，638人）  
・援助を行いたい会員 88，107人（83，836人）  
・両方会員  33，945人（29，948人）  
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児童館事業  

（1）概要  

㈹ サービス・給付内容  

児童に対する遊びを通じた集団的・個別的指導、放課後児童の育成・指導、母親クラブ等の地域組織活動の育成、年長児童  

の育成・指導、子育て家庭への相談等   

（卦 実施状況  

《実施箇所数》 4，700か所（公営3，051か所、民営1，649か所）（平成19年10月現在）  

（3）基盤整備  

①基盤整一針こ関する枠組み  

特になし  

児童厚生施設等整備費（児童育成事業）による施設整備補助有り  

《国庫補助対象》市町村・社会福祉法人・公益社団法人・公益財団法人・特例社団法人・特例財団法人  

（※株式会社、NPO法人は対象外）  

《国庫補助単価》創設の場合：小型児童館3，846万円、児童センター5，452万円（H21年度予算ベース）  
《費用負担割合》事業主1／3、都道府県1／3、市町村1／3  
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（6）サービスの質の確保に関する仕組み  

○ 人員配置   
児童の遊びを指導する者（児童厚生員）を配置   

○ 施設設備  
集会室、遊戯室、図書室及び事務室の設置  
（※必要に応じ、相談室、創作活動室、静養室及び放課後児童クラブ室等を設置）  

児 童 館 の 概 要  

1．事業の目的、内容  

○児童福祉法第40条に規定する児童厚生施設の一つで、児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、又は情操をゆ  
たかにすることを目的とする児童福祉施設  

○遊びを通じての集団的・個別的指導、健康の増進、放課後児童の育成・指導、母親クラブ等の地域組織活動の育成・助  

長、年長児童の育成・指導、子育て家庭への相談等  
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児童館数（公営・民営別）の推移  

○ 児童館は、昭和40年代から50年代にかけて、高度経済成長がもたらした子どもの事故の多発やいわゆる「かぎっ  
子」の増加等により急激に増加したが、その後上昇力ーブは緩やかになり、ここ数年はほぼ横ばいで推移している。  

○ 公営・民営別では、公営が平成7年をピークに減少に転じているものの、民営は最近でも徐々に増えている傾向   
にある。  

（注）児童館には、小型児童館、児童センター、大型児童館及びその他児童館を含む。  
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児童館における活動について  

○ 児童館における主な活動  

活 動 項 目   具 体 的 な 内 容   

季節行事  （90％）  正月行事（凧あげ、カルタ）、節分、ひな祭り、こどもの日の行事、父母の日の行事、七夕、  

花火大会、町のお祭り、運動会、クリスマス会等   

体力増進・スポーツ  （75％）  卓球、サッカー、ドッジボール、体操、バドミントン、一輪車、なわとび、たけうま等   

屋外・自然体験活動  （66％）  キャンプ、ハイキング、サイクリング、つり、オリエンテーリング、アスレチック等   

交流活動  （65％）  老人ホーム等施設訪問、高齢者などから芸能等の習い事、交流会（高齢者・障害者・外国  

人）等   

鑑賞会  （62％）  合唱t音楽演奏、映画・ビデオ上映、演劇、新聞・回覧版等   

講習会・発表会  （57％）  誕生日会、進級・卒業を祝う会、育児t栄養講座、手話講座、育児相談、活動記録展等   

出典：平成13年地域児童福祉事業等調査（（）内は調査児童館4．577館に対する割合）  

○ 時間別の主な活動  

午 前  10時頃～   乳幼児親子のための広場、遊び等の親子教室、子育て講座 など   

14時頃～18時頃  

午 後  放課後児童クラブ  

16時頃～18時頃   
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児 童 館 の 種 類  

児童館は、その規模及び機能から、おおむね次のような型に分けることができる。  

の小型児童館   2，836か所  

小地域を対象として、児童に健全な遊びを与え、その健康を増進し、情操を豊かに  

するとともに、母親クラブ、子ども会等の地域組織活動の育成助長を図る等、児童の  

健全育成に関する総合的な機能を有するもの。  

（a児童センター 1．7 38か所  

小型児童餉の機能に加えて、運動、遊びを通して体力増進を図ることを目的とした  

指導機能を有するもの。  

（認大型児童館 23か所   

・A型児童館 18か所  

児童センターの機能に加えて、都道府県内の小型児童館、児童センター及びその他  

の児童館の指導及び連絡鱗雲等の役割を果たす中枢的機能を有するもの。   

・B型児童館 4か所  

豊かな自然環境に恵まれた一定の地域内に設置し、児童が宿泊しながら、自然を活  

かした遊びを遺して協鵠性、創造性、忍耐力等を高めることを目的とし、小型児童能  

の機能に加えて、自然の中で児童を宿泊させ、野外活動が行える機能を有するもの。   

・C型児童館 1か所  

広域を対象として児童に健全な遊びを与え、児童の健康を増進し、又は情操を豊か  

にする等の機能に加えて芸術、体育、科学等の総合的な活動ができるように、劇場、  

ギャラリー、屋内プール、コンピュータプレイルーム、歴史・科学資料展示室、宿泊  

研修室、児童遊園等が適宜附設され、多様な児童のニーズに総合的に対応できる体制  

にあるもの。  

（和その他の児童館 103か所  

小型児童館に準ずる児童館  

＊数値は厚生労働省「社会福祉施設等調査報告」（平成19年10月1日現在）  
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児童厚生施設の種別   
児  童  セ  ン  タ  ー  大   型   児   童   館  

区  分  小 型 児 童 館  
児 童 セ ン タ ー   大型児童セ ンター  A 型 児 童 館   B 型 児 童 館   

概  要  児童厚生施設は、児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、又は、情操をゆたかにすることを目的とする施設とする。（児童福祉法  
第40条）また、放課後児童の育成、指導等地域における児童健全育成活動の重要な拠点となっている。   

市町村、社会福祉法人、特例民法法人、  都道府県、市町村、社会福祉  
設 置 主 体  都  道  府  県  法人、特例民法法人、その他  

その他の者（NPO法人・民間会社など）   の者（NPO法人・民間会社  
など）  

市町村、社会福祉法人、特例民法法人、  都道府県、社会福祉法人、特  
運 営 主 体  例民法法人、その他の者（N  

その他の者（NPO法人・民間会社など）   PO法人・民間会社など）   
など）  

児童厚生負2人以上  児童厚生且2人以上   児童坪生員2人以上  
職  員  児童厚生負2人以上  

桓謂誓約  ［箪諾墓寵妾］   
・ ．≡■三≡竺亜藍   

217．6 ポ以上   336．6 ∩て以上   500n了以上  2，000∩†以上  1．500ポ以上  
建 物 面 稚  
設  

小型児童館設備  
＋年長児童の文化活   ＋必要に応じ、研修室・展  

必要に応じ、相談室、創作活動室及び静養童等を設ける。   動等に必要な広さ   示室・多目的ホール・移  脱衣・浴室、キャンプ等  
＋児童の体力増進に資する  動型児童館用車両   の野外活動ができる設備  
ために必要な運動遊び用  等   等   
器材、年長児重用設備  
（パソコンコーナー等）等  

（共通）書讐彙蓋書芸識董讃肇葦董…喜葦…：…≡≡芸≡；≡≡的な活動に対する支援  

葺蒜鮎県内の児童駈他の ⑩宿泊しながら野外活動が行  

機  能  ・指導並びに児童厚生且  
及びボランティアの育成  

・プレイ、造形等に関する  
指導技術の開発、普及  

⑧歴史、産業、文化等に閲す  ⑤ 休力増進活動  ⑤ 体力 増進活動 ・相互の情報交換の促進  える機能                  ⑥ 年長児董の育成   ⑥ 年長児童の育成  る資料・模型の展示等   ⑨都道府県内の児童厚生施設   に貸し出しできる映画フイ   ルムビデオソフト、紙芝居   等資料の保有等  



・平成18年3月「多様化十ろ児藍蛙活軌こ関寸ろ闘立研■充一指在管理者制獲リ）適正ブごi軍用について－』   

‾主任研究者 玉川大字敦按 河津英彦／福祉匡標穐構け育て支援韮釦助成事爺1より活用  児童館が担うべき役割・機能［自治体・児童館岩尾査ユ  

現∈取り泉Bんでいるカ†、  

さらに取り補みが必要なテーマ  ◆ 児童館に求められる役割・機能一原点に立ち返りながら、新たなニーズヘの対応も   

児童館は、0～18歳の子ともの地胤こおける育ちを支える場であり、子どもの成長に   

応じて「遊び」を通じた健全育成のための事業を展開することが求められます また、   

子どもと保誰者が地域て安心して暮らせるように、規子の交流拠点や居場所として機   

能十るとともに、イこ安干生活上の困難などに対応して必要な援助に結びつける福祉的   

な援助機能も非常に重要です 
よた、児象鱈の運営について公共1生を確保し、地域の子ども達の健全育成という観   

点から地域の実情を」モしく反映した事業展開を図っていくために、運営委員会の活動   

を活性化していくことも非常に重要です＿  

アンケーート調産結果から児直結に求められる役割・機能について自治体及び児臣鯖   
の意見をみると、次のようなテーマ／＼の取り組みが今後の課題となっていることがわ   

かります  

［現在取り組んでいるが、さらに取り組みが必要なテーマ］  

● 乳幼児と親子の交流支援  

■ 子ともの蕗び環境や体験の機会（7）提供  

■ ′ト′草生の放課後の居場所機能  
● 具申齢の子ども同士の交流  

● 子ども・子育てに関する情報グ刈文集と提供  

● 地域住民や地域組織との交流・連携  

［今後新たに取り組みが必要なテーマ］  

● 中高生の放課後の居場所機能  

● 障害児等への対応（親の会への支援等）  

● 不登校児への対応  

● 子どもの地域活動へ♂）参画了支援  

■ 虐待ケーースの発見・対応  
● 地域性民や地域組織との交流・連携  

● 児童相談所、保健所、保健センターとの交流・連携  

以上をみると、児童館については「子ど電．の遊び場・居場所機能」、「遊びを通じて   

の人間形成」、「放課後児童の育成・指導」などの基本機能について一層の取り組みが   

必要と考えられているほか、中高生や障害児、不登校児への対応や地域連携といった   

テーーマについての取り組みの幅を広げることが新たに必要とされているといえょす。  

児童館には、その原点に立ち返りながら、新たなニーズへの対応も視野に入れて、   

地域の子どもの健全育成と子育て支援の拠点として機能をさらに充実させていくこと   
が求められているといえます 

丁 字L幼児♂）親了の交流支i竜  

イ fとtルノ遊U’環境千体斡の  
後台の柁供  

り 志士謙複児盃クラフ  
t竿航保育）邪圭の買値  

エ ′ト学生の放陳後の  
居場所低能  

オ 中高生の放言繁茂〟）  

居場所機能  
中 子とt，け〕社会性爪碓超支援   

キ 自供倖軌吉動の推進   

ク ナともの学力確保・、の支援   

ナ 累年代J〕千とも同士の交流   

コ 輿丈化交流♂l推進   

十 両節者との交浦慄牒  
シ 時苔児琴・－の対応  

（洩の会・＼の支碩等）  

ス 不壁‡受児一＼の対応   

七 千とt）の相談′－の対応  

ソ 坪内て♂〕子とものサークル  
活動一－の支援  

夕 子ともの地域活動′＼の  
参画支援  

チ 俣言嘩音り〕相談／、♂〕1†応  

ツ 母親クラフとの連撞ヤ  
その活動の支援  

テ 保沌者且サークル活動・  
地域I舌勤－－の支1更  

卜 子ども・子育てに閑寸る  
惰郁の収集と提供  

十 膚持ケース山発見・対応  
二 地域住民ヤ地域組斉註との  

交流・連携  
ヌ 地域の保育所・幼稚園との  

交流・連1唯  

事 地域の学校と〟）交流・連携  

ノ 児新相談所、保他所、保健  
センターとけJ交流・連携   

■いlT；  

自治体（臣≠】．仙り □児東館（Nニ1．色調．H人）  

地域子育て支援拠点事業  

（1）概要  

凧サービス・給付内容  

地域において、子育て親子の交流の促進、子育て等に関する相談・援助等を行うもの。  

（ひろば型；週3日以上・1日5時間以上、センター型；週5日以上・1日5時間以上、児童館型；週3日以上・1日3時間   

以上の開設）  

（丑 実施状況   

《実施箇所数》 4，889箇所（H20年度交付決定ベース）  

（ひろば型1，251箇所、センター型 3，470箇所、児童館型168箇所）  

（3）基盤整備  

の基盤整備に関する枠組み  
市町村が次世代育成支援対策推進法に基づく地域行動計画において、計画期間（5年間）の取組を記載  

虐）施設整備補助   

安心こども基金による補助有り   

《国庫補助対象》 市町村（市町村自ら設置主体となる場合に限る）  

《国庫補助単価》 約6∞万円（事業費ベース約1200万円）   

《費用負担》 国1／2相当、市町村1／2相当  
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（6）サービスの質の確保に関する仕組み  

○ 人員配置  
・子育ての知識と経験を有する専任の者を2名以上配置（ひろば型の場合）  

・育児、保育に関する相談指導等について相当の知識及び経験を有する専任の者を2名以上配置（センター型の場合）  
・子育ての知識と経験を有する専任の者を1名以上配置（児童館型の場合）  

乳児家庭全戸訪問事業（旧生後4か月までの全戸訪問事業）  

（1）概要  

㈹事菓内容  

生後4か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行う   

事業（市町村が実施主体、民間への委託が可能。）   

② 実施状況  

・実施箇所数：1，247市町村（全市町村の7割強）（平成20年度交付決定ベース）  

43  
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44  

養育支援訪問事業（旧育児支援家庭訪問事業）  

（1）概要  

（℃幸美内容   

養育支援が必要な家庭に対して、訪問による育児・家事の援助や技術指導等を行う事業   

（市町村が実施主体、民間主体への委託が可能。）   

② 実施状況  

・実施箇所数：799市町村（全市町村の5割弱）（H20年度交付決定ベース）  
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46  

子育て短期支援事業（短期入所生活援助（ショートステイ）事業／夜間養護等（トワイライトステイ）事業）  

のサービス・給付内容   

《短期入所生活援助（ショートステイ）事業》   

保護者が、疾病・疲労など身体上・精神上・環境上の理由により児童の養育が困難となった場合等に、児童養護施設など保  

護を適切に行うことができる施設において養育・保護を行う（原則として7日以内）。  

《夜間養護等（トワイライトステイ）事業》  

保護者が、仕事その他の理由により、平日の夜間又は休日に不在となり児童の養育が困難となった場合等の緊急の場合に、  

児童養護施設など保護を適切に行うことができる施設において児童を預かるもの。宿泊可。   

（勤 実施状況  

《短期入所生活援助（ショートステイ）事業》613箇所   

《夜間養護等（トワイライト）事業》 304箇所（H20年度交付決定ベース）  

（3）基盤整備  

の 基盤整備に関する枠組み   

市町村が次世代育成支援法に基づく地域行動計画において、計画期間（5年間）の取組を記載   

児童養護施設等の本体整備に伴い、子育て短期支援事業のための居室を整備する場合に加算として補助を実施。  

《国庫補助対象》都道府県等・社会福祉法人・日本赤十字社・公益法人   

《国庫補助単価》児童養護施設に専用居室を整備する場合1人当たり 約90万円（事業費ベース約180万円）を  

施設整備費に加算  

《費用負担》 定額国1／2相当、都道府県等1／2相当（都道府県等が設置する場合）  

l■  
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（6）サービスの質の確保に関する仕組み  

百）実施場所   

児童養護施設、母子生活支援施設、乳児院、保育所等住民に身近であって、適切に保護することができる施設で実施すること。  
② その他   

夜間養護等（トワイライトステイ）事業について、児童等の安全性の確保等のため、保育所や学校、居宅等への児童の送迎に努め   
ること。  

次世代育成支援対策交付金（いわゆる「ソフト交付金」）として、国が予算の範囲内において、各市町村に対し、他の事業分と併せて  
包括的に国庫補助相当額を交付。   

② 費用負担   

左記の割合で公費負担。  

（※予算に応じて負担するいわゆる「裁量的経費」）   

③ 貴用額  

市国  

＼＼、L 
【国1／2、市1／2】  

公費負担総額：次世代育成支援対策交付金（約776億円（H21予算ベース））の内数  48   



放課後子どもプラン実施状況調査報告書（平成20年3月）  
平成19年度文部科学省委託調査  

総合的な放課後対策推進のための調査研究  

財団法人 日本システム開発研究所  

※本資料は「放課後児童クラブに通う子ども及びその保護者に対するアンケート  

調査」部分を抜粋したもの。  

1．「放課後児童クラブ」に通う子どもに対するアンケート調査  

調査対象：「放課後子どもプラン」の「放課後児童クラブ」に通う子ども（小学生）  

対象抽出：「放課後子どもプラン」を実施している市町村から人口規模等を勘案し無作  

為に200市町村を抽出した上で、各市町村において「放課後児童クラブ」  

を2ケ所ずつ選定、各クラブに通っている子どもについて最大15名まで対  

象としてクラブにて調査を実施  

200市町村×2教室×最大15人＝最大6，000人  
回答数：3，737人（62．3％）  

○児童クラブでは何が楽しいか  

37）田低学年（N＝3408）日高学年（N＝317）   

大人と話す  

友達と話す  

読書・エ作  

遊ぶ（屋内）  

遊ぶ（屋外）  

宿題をする   

おやつを食べる  

七夕等をする  

それ以外  

無回答  

56．1  
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0％   10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％ 100％  

○一番楽しいと思う理由  

■全体（N＝3737）田低学年（N＝3408）ロ高学年（N＝317）   

両親の代わりに  

大人がいてくれるから  

友達が一緒だから   

自分のやりたいことが  

できるから   

通っている学校で  

できるから  

それ以外  

」
」
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無回答  
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○今後児童クラブでどう過ごしたいか  

■全体（N＝3737）臼低学年（N＝3408）ロ高学年（N＝317）  

友達と部屋の中で  

遊びたい  

友達と外で遊びたい  

公園や空き地、   
山や川にでかけたい  

地域の色々な遊びや  

体験活動に参加したい   

それ以外のこともしたい  

無回答  

40  60  80  0
 
 

20  

●全体（N＝3737）田低学年（N＝3408）ロ高学年（N＝317）  
○児童クラブに参加していない時の過ごし方  

自分の家で遊ぶ  

友達の家で遊ぶ  

学校でクラブ活動をしたり遊んだりする  

公園や空き地等で遊ぶ  

子ども教室に行く  

習い事や塾に行く  

プールやスポーツセンターに行く  

公民館や地区センター、図暮館、児童館に行く  

それ以外のことをする  

無回答   

70  80  30   40  0  10   20  
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2．「放課後児童クラブ」に通う子どもの保護者に対するアンケート調査  

「放課後子どもプラン」の「放課後児童クラブ」に通う子どもの保護者  

「放課後子どもプラン」を実施している市町村から人口規模等を勘案し無作  

調査対象  

対象抽出  

為に200市町村を抽出した上で、各市町村において「放課後児童クラブ」  

を2ケ所ずつ選定、各クラブに通っている子どもの保護者について（最大  

15名まで）に対して調査を実施  

200市町村×2教室×最大15人＝最大6，000人  
回答数：3，500人（58．3％）  

0％   10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％   80％  90％ 100％  

l           ■ ヽ  

暮全体（N＝3500）  ○児童クラブの実施場所に適切と思う場所   

小学校内専用教室  

小学校敷地内専用施設  

児童舘等  

地区センター等  

民間施設  

その他  

無回答   

0  10  20  30  40  50  60  70（％）  

※第26回少子化対策特別部会（平成21年9月1日）の参考資料として提示  
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■全体（N＝3500）  ○今後充実させてほしい放課後対策  

色々な体験活動の充実  

安全・安心な居場所づくり  

やりたいことを自由にやらせてほしい  

専用スペースの確保  

指導員等の人数増加  

地域の大人の参加促進  

先生の参加促進  

親子でできる活動の充実  

地域活動等の充実  

りの安全対策  

その他  

無回答   

0  10  20  30  40  50  60  70  80  90  
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 第2次勧告において見直し対象とされた義務付け・枠付け（※）に係る条項（約4，000条項）のうち、特に問題のある下記右の（a）  

の事項（3つの王点事項）について、個別の条項毎に具体的に漬ずべき見直し措tを捷示（892条項）   
〈条例制定権の保障の範囲を「地方自治の本旨」の観点から設定するという意義を有する取組みでもあり、我が国め   
地方自治制度始まって以来の試み〉  

具体的に講ずべき措置を提示した  

条項数   

（a）   142   

（b）   166   

（c）   584   

計   892   

（a）自治体の施設・公物に対する国の投書管理基準  

→「廃止又線条網への委任」へ見讃し  

〔 

自治体の自由度の観点から条例への委任の仕方を類型化   

①「従うべき基準」②「標準」③「参酌すべき基準」  

「従うべき基準」及び「標準」は真に必要な場合に限定  

（b）自治体の事務に対する国の榊与（協繍、同意、許可・許可・承認）  
→「廃止又はより弱い形層の関与」へ見直し   

※国の関与は、税財政上の特例措置が講じられる場合などに限定  

（c）計酉の策定及びその手績の自治体への♯精付け  

→「廃止又は単なる奨励（「できる」「努める」尊）」へ見直し   

※義務付けは、私人の権利・義務に関わる行政処分の根拠となる  
計画などに限定  

03つの王点事項以外についても、第2次勧告に基づき、今後、具体側に   
見直し措廿を講ずるよう要請  

全国知事会、全国市長会提青等の賽望に係る条項は、106条項。  

このうち、103条項（97％）の条項について見直しを捷示  

※「義務付け」とは、地方自治体に一定の活動を義務付けることを   
いい、「枠付け」とは、地方自治体の活動について手続、基準等   
の枠付けを行うことをいう（今回の見直しは、自治事務につい   
ての法律の条項を対象としている。）。  

○国と地方の双方の代喪辛が一堂に暮まる機会をできるだけ速やかに   

投け、「国と地方の協議の場の法制化」について率直に意見を交換し、   

双方の合意を目指すべき  

試案として、協議事項、構成員、会議の運営等について参考提示   

○教育委員会及び■♯委員会について、必♯規制を見直して選択制に   

引き続き委員会を存置するか、長の所管とするかは、地域の実情   
に応じ地方自治体が自主的に判断  

○地方自治休の射精会叶御寧について、透明性の向上と自己暮任の拡   

大を回る観点から見直すべき  



第 3 次勧告（抄）  

～ 自治立法権の拡大による「地方政府」の実現へ ～  

平成21年10月7日  

地方分権改革推進委員会   



次  

はじめに… ‥・・・・－・－・・… … … … … … ・1  

第1章 義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大・・・  

1 義務付け・枠付けの見直しの経緯・・・t・・・・・・   

2 3つの重点事項の見直しに当たっての当委員会の認識・   

3 3つの重点事項について具体的に講ずべき措置の方針・  

・3   

・3   

・4   

・5   

・5   

・6   

・6   

t 7   

・7   

・9   

・9   

・9   

・12   

■12  

（a）施設・公物設置管理の基  

（1）見直し対象範囲‥・＝・・・  

（2）見直しの方法・・・t・・・・・  

（3）条例へ委任する場合の制定主体・  

（4）条例制定に関する国の基準・・・  

（b）協議、同意、許可・認可・承認  

（1）見直し対象範囲・・1・‥・  

（2）具体的に講ずべき措置の方針・  

（c）計画等の策定及びその手続  

（1）見直し対象範囲・・・－・t …・・・・・・・・・・・・・・・  

（2）計画等の策定及びその内容の義務付け（（イ）及び（ロ））に係る具体的に   

講ずべき措置の方針… … … …・・・・・‥・‥ t  
・12  

（3）計画等の策定の手績（（八））のうち一定の相手方の意見聴取等の義務付け   

に係る具体的に講ずべき措置の方針…・，… ‥ t ‥ ‥ ‥  

（4）計画等の策定の手続（（ハ））のうち公示一公告・公表等の義務付けに係る   

具体的に講ずべき措置の方針■・‥ ‥・‥・‥・‥・・‥・  

（5）計画等の策定の手続（私人等からの意見聴取等、公示・公告・公表等）   

の個別具体的な方法の義務付けに係る見直しの方針・・・・■・・・■・  

4 3つの重点事項の個別条項について具体的に講ずべき措置… … t  

5 3つの重点事項以外の取扱い…・－・・・・・・・・■・・・・・・  

・14  

・15  

6 義務付け・枠付けに関する立法の原則とそのチェックのための仕組み・・・35  

（1）義務付け・枠付けに関する立法の原則・  

（2）チェックのための仕組み・・・・・・・  

7 今後に向けて・・・‥・－・・・・■・  

第2章 地方自治関係法制の見直し・・－・・‥ ‥・・  

1 地方自治体における行政委員会の必置規制の見直し・   

（1）教育委員会… ‥1… …・丁・・■ ■   

（2）農業委員会・・t … … …・t・・・・  

・40   

－40   

・41   

・42  

2 地方自治体の財務会計における透明性の向上と自己責任の拡大・＝ ‥ ・43  

1   



第3章 国と地方の協議の場の法制化・・‥ ‥・‥・・・‥ ‥・・・ ・45  

おわりに… … t … … … … t ‥・・・‥ t … ‥ 47  

別紙1 3つの重点事項の個別条項について具体的に講ずべき措置  

別紙2 条例委任する場合の基準設定の類型  

別紙3（c）の具体的に講ずべき措置に係る参照条文  

一‾1薄 丁 



はじめに   

地方分権改革は、住民に身近な行政に関する企画・決定・実施を、一貫してできる限  

り地方自治体にゆだねることを基本として、国と地方の役割分担を徹底して見直す取組  

みである。こうした考えの下、地方分権改革推進委員会（以下「当委員会」という。）  

は、今次の地方分権改革の目標を、地方自治体を自治行政権のみならず自治立法権、自  

治財政権をも十分に具備した完全自治体にしていくとともに、住民意思に基づく地方政  

治の舞台としての「地方政府」に高めていくことと設定し、これまで97回に及ぶ委員  

会を開催し、精力的に調査審議を進めてきた。   

当委員会は、これまでに2次にわたる勧告を内閣総理大臣に提出し、地方分権改革の  

具体策を政府に提言してきた。   

第1次勧告（平成20年5月28日）では、国と地方の役割分担の基本的な考え方を明  

らかにするとともに、それに基づいて、 「重点行政分野の抜本的見直し」、「基礎自治体  

への権限移譲の推進」、「補助対象財産の財産処分の弾力化」について取り上げた。   

続く第2次勧告（平成20年12月8日）では、「義務付け・枠付けの見直しと条例制  

定権の拡大」と「国の出先機関の見直しと地方の役割の拡大」について勧告を行った。   

この第3次勧告（以下「本勧告」という。）は、「義務付け・枠付けの見直しと条例制  

定権の拡大」、「地方自治関係法制の見直し」及び「国と地方の協議の場の法制化」を三  

つの大きな柱としている。   

本勧告の三つの柱のうち、一つ目は「義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大」  

である。   

自治行政権の分権については、第1次地方分権改革において、機関委任事務制度の全  

面廃止等広い意味での関与の縮小廃止について大きな成果が得られたところである。  

「地方政府」の確立に向け、当委員会において必ず果たさなければならない課題、それ  

が自治立法権の分権であった。この分権のためには、地方自治体の条例制定権の拡大が  

必要であり、法制的な観点から地方自治体の自主性を強化し、政策や制度の問題も含め  

て自由度を拡大するとともに、自らの責任において行政を展開できる仕組みを構築する  

ことが必要となる。当委員会は、これを「義務付け・枠付けの見直し」という改革テー  

マとして設定し、平成19年4月の委員会設置以来取り組んできた。膨大な作業、長時  

間にわたる調査審議を重ねるとともに詳細な検討を行い、ここに今次分権改革としての  

結論を得るに至った。 

すなわち、第2次勧告において、義務付け・枠付けの対象範囲を整理し、その存置を  

許容する場合等のメルクマール（判断基準）を設定した上で、メルクマールに該当しな  

い4，076条項の見直し対象条項については、条例制定権の拡大を図る方向で見直しを行  

う必要があると判断した。本勧告においては、その第1章で、第2次勧告において、メ  

ルクマールに該当せず見直しを行うべきとされた義務付け・枠付けに係る条項のうち、   



特に問題があるとした事項である、（a）施設・公物設置管理の基準、（b）協議、同意、許  

可・認可・承認、（c）計画等の策定及びその手続（以下「3つの重点事項」という。）に  

ついて具体的に講ずべき措置の方針を整理した上で、3つの重点事項の個別条項につい  

て具体的に講ずべき措置を提示した。また、3つの重点事項以外の見直し対象条項につ  

いても、第2次勧告に基づき具体的に見直し措置を講ずべきことを提言することとした。   

三つの柱のうち、二つ目は「地方自治関係法制の見直し」である。   

「地方政府」の確立のためには、地方自治体が自らの判断と責任においてその組織と  

財務のマネジメントを改革していくことを可能とするため、現行制度を見直していく必  

要がある。   

こうした観点から、本勧告第2章では、行政委員会の必置規制の見直しと地方自治体  

の財務会計における透明性の向上等を提言することとした。   

三つの柱のうち、最後は「国と地方の協議の場の法制化」である。   

当委員会は「地方政府」の確立に向け調査審議を重ね、累次の勧告を行ってきている  

が、今後とも、国と地方を巡る様々な法令・制度の制定改廃は絶え間なく続くものであ  

り、その際、国は地方自治体の自主性・自立性が確保されるように配慮し、同時に、地  

方の現場の実態等を聴取し、事務が円滑に行われるよう万全を期す必要がある。   

そこで、本勧告第3章では、国と地方の協議の場の法制化に関し提言を行うこととし  

た。   



第1章 義務付け■枠付けの見直しと条例制定権の拡大  

1 義務付け・枠付けの見直しの経緯   

第2次勧告では、地方自治体が自らの責任において行政を実施する仕組みを構築す  

るとの観点から、自治事務のうち、法令による義務付け・枠付けをし、条例で自主的  

に定める余地を認めていないものを見直しの対象としたところである。この範囲の義  

務付け・枠付け（以下「見直し対象条項」という。）について、 「義務付け・枠付け  

の存置を許容する場合のメルクマール」及び「『義務付け・枠付けの存置を許容する  

場合のメルクマール』非該当だが、残さざるを得ないと判断するもののメルクマール」  

への該当・非該当についての当委員会としての判断を示し、メルクマールに該当しな  

いという結論を得た条項について、  

① 廃止（単なる奨励にとどめることを含む。）、  

② 手続、判断基準等の全部を条例に委任又は条例による補正（「上書き」）を許   

容、  

③ 手続、判断基準等の一部を条例に委任又は条例による補正（「上書き」）を許   

容、  

のいずれかの見直しを行う必要があると勧告した。   

また、このうち、  

（a）施設・公物設置管理の基準  

（b）協議、同意、許可・認可・承認  

（c）計画等の策定及びその手続  

については「特に問題があり、これらを中心に、当委員会として第3次勧告に向けて  

具体的に講ずべき措置の調査審議を進め、結論を得る」こととしていた。   

第2次勧告を受けて、各府省に対し、（a）～（c）の3つの重点事項に該当するものに  

っいて、上記の方針に従って見直しを行うことを求めて調査を実施した。加えて、各  

府省から回答を得た後に、当委員会として、全国知事会、全国市長会提言等で取り上  

げられているもの、法的効果等に着眼して特に調査審議が必要であるもの等について  

各府省からヒアリングを実施した。   

これらの取組みを踏まえて取りまとめた「義務付け・枠付けの見直しに係る第3次  

勧告に向けた中間報告」（以下「中間報告」という。）では、3つの重点事項の具体的  

に講ずべき措置の方針について、委員会として一定の整理を行ったところである。   

その後、当委員会のワーキンググループlにおいて、各府省に対して、3つの重点  

事項についての方針に沿って、個別条項ごとの見解を提示し、これに対する各府省の  

見解を求める調査（以下「WG調査」という。）を行うとともに2、中間報告で示した  

1平成20年10月以降、小早川委員の統括の下に一橋大学高橋滋教授、東京大学斎藤誠教授の参加を得てワーキンググルー  
プを構成したものであり、義務付け・枠付けの見直しに関する検討作業を実施した。  

2「義務付け・枠付けの見直しに係る第3次勧告に向けた中間報告を踏まえた地方公共団体に対する自治事務の処理文はその  

方法の義務付けに係る調査について（依頼）」（平成21年7月2日府分権第80号）  

3   



方針について、その法的効果等について特に調査審議が必要であるもの等について、  

関係省からヒアリングを実施した。これらの作業を踏まえて、この度、3つの重点事  

項について具体的に講ずべき措置に関する当委員会としての結論を得たところであ  

る。   

なお、このことは、見直しの対象が3つの重点事項に限られることを意味するもの  

ではない。第2次勧告に従い、メルクマール非該当の見直し対象条項のうち、3つの  

重点事項以外についても、廃止又は条例への委任等の見直しを行うべきである。  

2 3つの重点事項の見直しに当たっての当委員会の認識  

3つの重点事項の見直しに当たっての当委員会の認識は以下のとおりである。  

（a）施設・公物設置管理の基準、（b）協議、同意、許可・認可・承認、（c）計画等の  

策定及びその手続は、それぞれ形態を異にするものであることから、第2次勧告で示  

したとおり、見直しの方針はそれぞれ異ならざるを得ない。  

（a）～（c）の3つの重点事項の見直しに当たっては、法律の規定そのものを廃止する、  

すなわち、その事務を行うかどうか、行う場合に手続、判断基準等を条例で定めるか  

どうかを含めてすべてを地方自治体が判断するという選択肢は、いずれの場合につい  

ても第一に検討されるべきである。もっとも、地方自治体の事務の処理又はその方法  

の義務付けを問題とする義務付け・枠付けの見直し作業においては、現行の規定その  

ものを廃止する結論が得られない場合も想定され、その場合においては、現行の規定  

を見直して、地方自治体に対して奨励する規定、条例に委任する規定等に移行する選  

択肢も許容せざるを得ない。   

具体的には、現行の規定そのものの廃止が困難である場合には、  

（a）施設・公物設置管理の基準の義務付けの見直しは、基準の条例への委任とい  

う方向が検討されるべきであり、その際には、条例制定の主体、条例制定に当  

たって地方自治体に課すことが許容される制約の程度が主たる問題になる。  

（b）協議、同意、許可・認可・承認の義務付けの見直しは、より弱い形態への移  

行が検討されるべきである。  

（c）計画等の策定及びその手続の義務付けの見直しは、「できる」規定化、例示化  

等により単なる奨励にとどめるということが検討されるべきである。   

付言すると、各府省からの回答や各府省からのヒアリングにおいては、各府省から、  

義務付け・枠付けの見直しによって住民サービスが低下するおそれがあること、規制  

が緩和されて本来の政策目的が達成されなくなるおそれがあること、国の方針と整合  

性が確保されなくなるおそれがあることへの懸念が繰り返し表明された。例えば、施   



設・公物設置管理の基準を条例に委任すれば、その基準に従って地方自治体が提供し  

ているサービスの水準が切り下げられるのではないか、協議、同意、許可・認可・承  

認、また、計画等の策定及びその手続が見直されれば、地方自治体の施策は国の方針  

と整合性を確保し又は適正な手続に従って行われなくなるのではないか、ということ  

であった。   

しかしながら、義務付け・枠付けの見直しとは、サービス水準の切下げでも、国の  

政策目的を阻害する地方自治体の施策の許容でもない。国が全国一律に決定し、地方  

自治体に義務付けていた基準、施策等を、地方自治体自らが決定し、実施するように  

改める改革であり、これによって、各地域において、その地域の実情に合った最適な  

サービスが提供され、最善の施策が講じられるよう、国と地方自治体の役割分担を見  

直すものである。   

なお、全国知事会、全国市長会の提言等に盛り込まれている事項では、現行の基準  

の変更を求め、また、国の関与からより自由な地方自治体の施策を求める具体的なニ  

ーズを主張しているものも多い。しかしながら、こうした現実の具体的なニーズに対  

して、国の基準であることを維持したままで、また、国の関与を残したままで、その  

都度、国が個々に基準の見直し措置を講じたり、関与の行使内容を変化させたりする  

だけでは、地方分権改革の名には値しない。地方分権改革を進め、「地方政府」を確  

立する観点からは、地方自治体がサービス、施策等のあり方についての説明責任を負  

うべきであり、何らかのニーズに対応する見直しの必要性の判断も、地方自治体の責  

任において行うようにしなければならないというのが当委員会の基本認識である。  

3 3つの重点事項について具体的に講ずべき措置の方針  

（a）施設・公物設置管理の基準  

第2次勧告（抄）   

原則として、次の順序で見直すこととすべきである。  

① 基準の全部の廃止（単なる奨励にとどめることを含む。）  

② 基準の全部について条例に委任又は条例による補正を許容  

③ 基準の一部について条例に委任又は条例による補正を許容し、その他の部分に   

ついて定量的でなく、また、個別具体的な方法等を含まない、一般的・定性的な   

基準への移行  
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（1）見直し対象範囲   

第2次勧告別紙1で示した条項のうち、地方自治体又はその機関3が施設・公物4を  

設置し、又は管理するに当たって、次のいずれかの義務付けに該当するもの（国又は  

都道府県若しくはその機関が協議を受け、又は同意、許可・認可・承認、指定等を行  

うに当たってこれらを条件としているものを含む5。以下「見直し対象施設等基準」  

という。）。  

・整備・確保すべき施設 ・公物の総量  

・施設・公物の構造・設備、施設・公物に配置する職員の数6・資格  

・施設・公物に配置する職員であることに着目した職員給与・研修  

・施設・公物の利用者資格・利用者数  

（2）見直しの方法   

見直し対象施設等基準について、 当該基準に係る規定そのものを廃止7するか、又  

は条例へ委任の措置を講ずる。   

ただし、次の（イ）及び（ロ）のいずれにも該当するものとして所管府省から文書で回答  

がある部分については、法令で基準が設定されていても、その内容を定量的、個別具  

体的に定めるために条例を制定することが許容されていると判断できることから、そ  

の存置を許容する。次の（イ）及び（ロ）のいずれにも該当するよう新たに見直しを行うも  

のについても同様である。なお、当該所管府省においては、条例を制定することが許  

容されていることについて、地方自治体に十分周知する等所要の措置を講ずべきであ  

る。  

（イ）見直し対象施設等基準（政省令、告示への委任規定を含む場合には、当該政省   

令、告示の内容を含む。）について、定量的、個別具体的な文言を何ら含まない   

こと。  

（ロ）見直し対象施設等基準について、当該基準の内容を、定量的、個別具体的に定  

ユ 施設・公物の設置、管理に当たっての事務の処理又はその方法を義務付けている条項が第2次勧告別紙1に含まれているも  
のは、地方自治体又はその機関のみに義務付けているものに限らず、ここに含む。  

4 建築物その他の工作物のうち土地、自然公物に定着するものをいう。物的施設のほか、物的設備・器具、人的手段等を含めた  

総合体を指す。庁舎、事務所等、地方自治体又はその機関自身の使用に供する目的のものは含まない。  

5 対象条項において、これらの事項のみでなく他の事項をあわせて基準を定めている場合、見直しを求める対象はこれらの事項  
に限定されるものではなく、対象条項において定める基準の全都である。  

6個々の施設・公物に配置する職員の数のみでなく、施設・公物に配置する職員について地方自治体単位でその総数を定めて  
いるものを含む。  

7「廃止」とは、基準の全部の廃止（単なる奨励にとどめることを含む。）によって、基準を条例で設定するか否かを含めて地方自  
治体の判断によるものとする見直しである。努力義務、配慮義務など、個別具体的な方法を含まない一般的な原則・方針にとど  

める見直しを行う場合を含む。他方、単に基準の一都を廃止する場合は含まない。これは、ある基準が複数の条項にまたがって  
規定されているときに、このうちの一部の条項で定める基準を廃止する場合についても同じである。  
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めるために、条例を制定することが許容されていること8。   

WG調査に対する回答において上記（イ）及び（ロ）のいずれにも該当するものとして  

所管府省から回答があった見直し対象施設等基準に係る法律条項については、別紙1  

別表1の「見直しの方針」欄に「存置」と記載した上で、「備考」欄に「条例制定許  

容」と記している。   

なお、見直し対象施設等基準に係る法律の規定の一部が「義務付け・枠付けの存置  

を許容する場合のメルクマール」又は「『義務付け・枠付けの存置を許容する場合の  

メルクマール』非該当だが、残さざるを得ないと判断するもののメルクマー／レ」に該  

当すると判断できるものについては、それに係る部分の内容の義務付けは存置を許容  

する。  

（3）条例へ委任する場合の制定主体   

条例に委任する場合、条例制定の主体は、当該基準に係る施設・公物の設置管理の  

事務を担任する地方自治体とする。   

例えば、設置管理の基準については設置管理の主体であり、許認可等の基準につい  

ては許認可等の主体である9。また、設置管理に当たって許認可等が不可欠である場  

合には、許認可等によってはじめて設置管理が可能になるものであることから、設置  

管理の基準に従って許認可等が行われるものとされているときは、設置管理の基準＝  

許認可等の基準は許認可等の主体が定めるものとすべきである。   

なお、第1次勧告において、市町村への権限移譲が勧告されているものについては、  

権限移譲されることを前提として条例制定の主体を判断する。  

（4）条例制定に関する国の基準   

条例への委任は、条例制定の余地が実質的に確保される方法で行われるべきである。  

このような観点から、条例の内容を直接的に拘束する条例制定の基準等を設定するこ  

とは厳に差し控えられるべきである。   

条例へ委任する場合における条例制定の基準（以下「条例制定基準」という。）に  

ついては、現行法令では「従うべき基準」型、「標準」型、「参酌すべき基準」型の3  

つに類型化できる（別紙2「条例委任する場合の基準設定の類型」参照）。   

このうち、施設・公物設置管理の基準を条例で制定するに当たって、「従うべき基  

8 当該基準の内容そのものについて定量的、個別具体的に定めるた捌こ条例を制定することを許容しているものである。当該基  
準の内容について、いわゆる上乗せ、横出しを定める条例を制定することを許容しているものは含まない。  

9 許認可等ではなく、届出が義務付けられている場合にも、届出の相手方が基準に照らして是正措置等を行うことが想定されて  
いるものであり、届出の相手方が基準を設定すべきものと判断する。  
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準」又は「標準」を国が設定するのは次の場合に限るものとし、見直し対象施設等基  

準の内容を条例制定基準に移行する場合も同様とする。  

（イ）「従うべき基準」   

国が設定する「従うべき基準」は、条例の内容を直接的に拘束する、必ず適合し  

なければならない基準であり、当該基準に従う範囲内で地域の実情に応じた内容を  

定める条例は許容されるものの、異なる内容を定めることは許されないものである。  

この「従うべき基準」を国が設定するのは真に必要な場合に限定されるべきであり、  

次の場合に限るものとする。  

① 当該施設・公物の利用者の資格のうちの基本的な事項について特に「従うべき   

基準」を示す必要がある場合  

② ①のほか、当該施設・公物の本来的な性格・機能等に係る基本的な枠組みを定   

める場合  

③ 当該施設・公物において必要とされる民間共通の士業等の資格について特に   

「従うべき基準」を示す必要がある場合  

（ロ）「標準」   

国が設定する「標準」は、通常よるべき基準である。すなわち、法令の「標準」  

を通常よるべき基準としつつ、合理的な理由がある範囲内で、地域の実情に応じた  

「標準」と異なる内容を定めることは許容されるものである。こうした基準を国が  

設定するのは真に必要な場合に限定されるべきであり、次の場合に限るものとする。   

① 当該施設・公物について全国的見地から一定のサービス水準を維持するため   

に利用者の数、施設・公物に配置する職員の数について特に「標準」を示す必  

要がある場合   

他方、「従うべき基準」及び「標準」と異なる性格を有するものとして「参酌すべ  

き基準」という立法例がある。就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供  

の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第3条第1項第4号及び第2項第3号  

では「文部科学大臣と厚生労働大臣とが協議して定める施設の設備及び運営に関する  

基準を参酌して都道府県の条例で定める認定の基準」と規定されている。この「参酌  

すべき基準」については、国の役割を果たすために、地方自治体に対して「参酌すべ  

き」ものとして示すものであることから、これを十分参照し、これによることの妥当  

性を検討した上で条例が制定されなければならない。しかしながら、法的には、条例  

の内容そのものを直接的に拘束しているものではない。十分参照した結果としてであ  

れば、地域の実情に応じて、異なる内容を定めることは許容されているものであるこ  

とから、見直し対象施設等基準のうち必要最小限のものを、条例制定に当たって「参  

酌すべき」基準として規定することは許容する。  

なお、この「参酌すべき基準」については、その法的性格をここで整理したとおり、  

一丁 ：I   



地域の実情に応じて、地方自治体が条例で異なる内容を定めることを許容するもので  

あることから、地方自治体の条例による国の法令の基準の「上書き」を許容するもの  

10ということができる。  

（b）協議、同意、許可・認可t承認  

第2次勧告（抄）   

原則として、次の順序で見直すこととすべきである。  

① 協議、同意、許可・認可・承認の廃止（協議等の単なる奨励にとどめることを   

含む。）  

② 事後の届出、報告、通知等の情報連絡への移行  

（1）見直し対象範囲  

第2次勧告別紙1で示した条項のうち、次のいずれかに該当するもの  

（イ）市町村が国、都道府県に対して行う協議、都道府県が国に対して行う協議11  

（ロ）市町村が国、都道府県から受ける同意、許可・認可・承認、都道府県が国から   

受ける同意、許可・認可・承認11  

（2）具体的に講ずべき措置の方針   

（1）の見直し対象範囲のうち、同意を要する協議及び同意を要しない協議につい  

ては、（i）の場合には同意を要する協議を、（辻）の場合には同意を要しない協議を許  

容する。また、許可・認可・承認については、（揖）の場合に限定する。なお、（1）の  

うち（a）（b）、（iii）のうち（d）～（h）については、「地方分権推進計画」（平成10年5月  

29 日間議決定）において、 それぞれ同意を要する協議を許容、許可・認可・承認を  

川 当委員会では、これまで、事務の処理又はその方法（手続、判断基準等）の法令による義務付けについて条例による補正（補   

充・調整・差し替え）を許容することを、「地方自治体による法令の『上書き』を確保しようとするもの」と位置付けてきた。一方、こ   

の「参酌すべき基準」の場合には、同様に法律から条例に委任するときに条例の制定基準の一種として設定されるものであるも   
のの、法令は一定の「基準」を示しつつ、これを（「従うべき」ではなく）「参酌すべき」ということが「法令の規範内容」である。この   

ような「法令の規範内容」そのものは「上書き」されるものではないが、法令が示す一定の「基準」については「法令の規範内容」   

に沿って「参酌」されるものであり、その結果、法令が示す一定の「基準」と異なる「基準」が条例で定められることは許容されるも   

のである。したがって、現在、国の法令で設定されている基準を条例に委任することとした上で、必要最小限のものを「参酌す   
べき基準」に移行させる見直しについても、地方自治体の条例による国の法令の基準の「上書き」を許容するものということがで   

きる。  
‖ 協議を行い、又は同意、許可・認可・承認を受けることを義務付けている条項が第2次勧告別紙1に含まれているものは、地方   

自治体又はその機関のみに義務付けているものに限らず、ここに含む。また、新設、変更、廃止それぞれについて協議が義務   

付けられている場合には、これらの条項すべてをここに含む。他方、法律上、国、都道府県、市町村、民間事業者等を問わず、   
施設管理者に対して協議を行い、又は施設管理者の同意、許可・認可・承認を受けることを義務付けており、国、都道府県が   
その施設管理者としての立場で協議を受け、又は同意、許可・認可・承認を行うものは除く。  
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許容するものと位置付けられているものである12。  

（i）～（血）のいずれにも該当しない場合には、（如）の場合に意見聴取、（Ⅴ）の場合  

に事前報告・届出・通知、（d）の場合に事後報告・届出・通知をそれぞれ許容し、い  

ずれにも該当しない場合には廃止する。   

なお、（1）（正）（如）（Ⅴ）の項目のうち下破線部分には該当しないが、それ以外の部  

分に該当しているものについては、下破線部分に該当しない程度に応じて個々に判断  

し、それぞれの場合に許容するものとされている同意を要する協議、同意を要しない  

協議、意見聴取、事前報告・届出・通知よりも弱い形態のものとする。  

（i）同意を要する協議を許容する場合は次のとおり。  

（a）13法制度上当然に、国の税制・財政上の特例措置が講じられる計画を策定する   

場合  

（b）地方自治体の区域を越える一定の地域について総量的な規制・管理を行うた   

め国が定める総量的な具体的基準をもとに関係地方自治体が計画を策定する場   

（∋ 法制度上当然に、国の施策を集中的・重点的に講ずるものとされており、法制   

上の特別の効果が生じる計画を策定する場合において、当遜国里施策．と遥遜丑画   

と旦塵合性皇艶邑麓爆＿し屋上‡処送呈毯邑蠍実施邑董L≦＿去摩逆豊ぜ旦と   
＿   

霞め去れ亘も里  

② 国（都道府県）に対して一定の事務の処理を義務付けることとなる場合であっ   

て、国＿〔都道産児ユ＿負数乱と塵金性を生拉延盤上な吐払ばこね五里壌簑公差塵娃   

畳kエ真陸をミ彗二鎚上塾生ら必透良里   

③ 地方自治体の区域を越えて移動する天然資源について広域的な観点から適正   

管理を行う場合であって、関係地方自治体の間では利害調整が明らかに困難であ   

り、国連主監にその遡豊里適宜を確保±亙必要数あ丘も匹  

（ii）同意を要しない協議を許容する場合は次のとおり。  

① 国・地方自治体の事務配分の特例を許容するために事務の移譲を受ける都道府   

県、市町村が協議を求める場合、又は国・地方自治体以外の主体と市町村（都道   

府県）の間の事務配分の特例を都道府県（国）が許容する場合であって、都道腐   

県 ＿＿  

② 地方自治体の区域を越える一定の地域について総量的な規制・管理を行うため   

国が定める総量的な目標に従って関係地方自治体が計画を策定する場合  

③ 事務の処理に当たって当該地方自治体の区域を越える利害調整が必要である   

が、関係地方自治体との間での利害調整が明らかに困難であり、国＿上散逸娘＿  

12「地方分権推進計画」では「地方公共団体」と表記しているものを、ここでは「地方自治体」と表記している。  

13（i）のうち（a）（b）については、「地方分権推進計画」（平成10年5月29日閣議決定）において、同意を要する協議を許容するもの  
と位置付けられているものである。これに該当する場合の効果は、①から③に該当する場合の効果と何ら変わりはない。  
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ガ腰上；生地適宜立直医すこる必真丞主ある良 
＿．  

④ 同一の個別具体的な行政目的の達成のために国・地方自治体にそれぞれ専ら担   

う権限が配分されているため、国＿掴題庇剋＿上里調整が秀男欠三ぬ包堤合であ   

って、私人の権利・義務に関わるもの  

⑤ 同一の事案について国（都道府県）が異なる個別具体的な行政目的から重畳的   

に異なる権限を行使することが可能である場合、又は国（都道府県）が既に行っ   

た行政処分の内容と抵触する可能性がある権限を行使する場合であって、私人の   

権利・義務に関わるもの  

⑥ 私人に対して課される義務付けを国及び地方自治体に対して免除している場   

合であって、国に対する協議を義務付ける相手方として地方自治体を国と同様に   

扱っている事務を処理するもの  

（iii）許可・認可・承認を許容する場合は次のとおり。  

（d）14刑法等で一般には禁止されていながら特別に地方自治体に許されているよう   

な事務を処理する場合  

（e）公用収用・公用換地・権利変換に関する事務を処理する場合  

（f）補助対象資産、国有財産処分等に関する事務を処理する場合  

（g）法人の設立に関する事務を処理する場合  

（11）国の関与の名宛人として地方自治体を国と同様に扱っている事務を処理する   

場合   

① 私人に対しては許可・認可を行うものとされている事業を地方自治体が行う場   

合であって、地方自治体の事務として定着していないもの  

（iv）意見聴取を許容する場合は次のとおり。  

① 同一の個別具体的な行政目的の達成のために国・地方自治体にそれぞれ専ら担   

う権限が配分されているため、国＿上部道凰県）＿上里調整垂ミ至可欠ヱあ互象合  

（v）事前報告・届出・通知を許容する場合は次のとおり。  

① 私人に対しては許可・認可を行うものとされている事業を地方自治体が行う場   

合であって、婁弧；国＿臓適度魁＿蛍壁邑把捉⊥エ蚕⊥必妾公認廼主れゑも訟  

（vi）事後報告・届出■通知を許容する場合は次のとおり。  

① 法制度上、国の税制・財政・法制上の特例措置を講ずることを促す場合  

② 法制度上、講じられる事後的な是正措置の端緒として把握する必要がある場合  

14（山）のうち（d）～（h）については、「地方分権推進計画」（平成10年5月29日間議決定）において、許可・認可・承認を許容するも  

のと位置付けられているものである。これに該当する場合の効果は、①に該当する場合の効果と何ら変わりはない。  
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（c）計画等の策定及びその手続  

第2次勧告（抄）   

原則として、計画等の策定、内容、策定手続それぞれについて次の方針で見直す  

こととすべきである（計画等の策定手続のうち、（b）協議、同意、許可・認可・承認  

に該当するものについては、（b）に掲げる方針による）。  
・計画等の策定の義務付けについては、廃止（単なる奨励にとどめることを含む。）  

・計画等の内容の義務付けについては、廃止（単なる奨励にとどめることを含む。）   

又は条例制定の余地の許容  

・計画等の策定手続のうち、意見聴取、公示・公告・公表等の義務付けについて   

は、廃止（単なる奨励にとどめることを含む。）又は条例制定の余地の許容  

（1）見直し対象範囲  

第2次勧告別紙1で示した条項のうち、次のいずれかに該当するもの  

（イ）地方自治体又はその機関による計画、方針、指針、構想等（以下「計画等」と   

いう。）の策定の義務付げ516  

（ロ）計画等の策定に当たっての内容（盛り込むべき事項の記載）の義務付け16  

（ハ）計画等の策定に当たっての事前・事後の手続として次のいずれかを課している   

もの   

・議決（当該地方自治体のほか、国・関係地方自治体その他の関係者による  

議決、及びこのための協議会等の場の設置をいう。）、協議・調整・意見聴取  

等・同意（当該地方自治体による国・関係地方自治体その他の関係者との協  

議・調整、及び関係地方自治体その他の関係者の意見聴取等・同意、並びに  

これらのための協議会等の場の設置をいう。ただし、（b）の対象となるものを  

除く。）、認定   

・ 公示・公告・公表、閲覧・縦覧等16  

（2）計画等の策定及びその内容の義務付け（（イ）及び（ロ））に係る具体的に講ずべき   

措置の方針   

（1）の見直し対象範囲のうち、（イ）及び（ロ）については義務付けを廃止する。具体  

的には、次のいずれかの措置を講ずることとする（別紙3「（c）の具体的に講ずべき  

措置に係る参照条文」参照）。  

15計画等の策定及びその手続を義務付けている条項が第2次勧告別紙1に含まれているものは、地方自治体又はその機関の  
みに義務付けているものに限らず、ここに含む。ただし、計画等が、国、都道府県に対する協議、同意、許可・認可・承認の対象  
となる計画等の策定に係るものは含むが、その申請に当たって添付すべき畜類の一つとされているにとどまる場合は含まない。  

16A法で策定を義務付けている甲計画について、B法で甲計画の計画内容を変更する義務付け文は甲計画の策定手続を変更  
する義務付けを行っている場合には、A法のみでなく、B法による義務付けも含む。  

12  
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・計画等の策定及びその内容に係る規定そのものの廃止17  

・計画等の策定に係る規定の「できる」規定化18又は努力義務化、及びその内容に  

係る規定の例示化又は目的程度の内容への大枠化   

ただし、計画等の内容に次の①～③に係る部分を含む場合には、計画等の策定及び  

①～③のそれぞれに係る部分の内容の義務付けの存置を許容する。  

① 私人の権利・義務に関わる行政処分の直接的な根拠（私人、他の地方自治体の費   

用負担の直接的な根拠を含む。）となる計画を策定する場合  

② 地方自治体の区域を越える一定の地域について総量的な規制・管理を行うために   

計画を策定する場合  

③ 基本的事項について市町村による一定の判断があることを直接的な根拠として   

都道府県が計画を策定する場合   

なお、計画等の内容に係る法律の規定の一部が「義務付け・枠付けの存置を許容す  

る場合のメルクマール」又は「『義務付け・枠付けの存置を許容する場合のメルクマ  

ール』非該当だが、残さざるを得ないと判断するもののメルクマール」に該当すると  

判断できるものについても同様である。   

また、計画等の内容に次の④に係る部分を含む場合には、次のいずれかの措置を講  

ずることとする（別紙3「（c）の具体的に講ずべき措置に係る参照条文」参照）。  

・ 計画等の策定及びその内容に係る規定そのものの廃止17  

・④に係る計画等の内容の義務付けの存置を許容した上で、計画等の策定に係る   

規定の「できる」規定化又は努力義務化  

（④に係る部分を含むが、（∋～③に係る部分と不可分である場合）計画等の策   

定の義務付けの存置は許容されることとなるが、④に係る計画等の内容が任意的   

記載事項であることの明確化  

④ 法制度上、国の税制・財政・法制上の特例措置が講じられる計画又は特例措置を   

講ずることを促す計画を策定する場合   

なお、財政上、税制上又は法制上の特例措置が講じられる内容が複数含まれ、個々  

に分離して措置を講ずることが許容される場合には、常に、そのすべての記載をしな  

ければならないものではなく、個々がそれぞれ独立して任意的記載事項であることを  

明確化する。  

17 計画等の策定及びその内容に係る規定としては廃止し、施策・事務に係る規定の範囲内で存置するものは、計画等の策定及  
びその内容の義務付けとしては廃止されたものと判断できる。  

18法律上の要件に該当する場合であっても策定する必要があるかどうかを選択できるものであることを明確化するため  
に、「地方公共団体は、（一定の要件に該当する場合に）・… ・できる。」と改めることをいう。  
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（3）計画等の策定の手続（（ハ））のうち一定の相手方の意見聴取等の義務付けに係る   

具体的に講ずべき措置の方針   

（1）の見直し対象範囲の（ハ）のうち、議決、協議・調整・意見聴取等・同意、認  

定の手続を義務付けているもの（以下「見直し対象意見聴取等義務」という。）のう  

ち、地方自治体が国又は都道府県を相手方として行う行為（地方自治体が私人と同一  

に取り扱われているものを除く。）19については、見直しの方針は（b）と同様である。   

これ以外については、見直し対象意見聴取等義務に係る規定そのものを廃止するか、  

又は協議・調整・意見聴取等に関する努力・配慮義務に係る規定とする（別紙3「（c）  

の具体的に講ずべき措置に係る参照条文」参照）。   

ただし、議決、同意に係るものについては次の①の場合に限定して存置を許容し、  

また、協議・調整・意見聴取等については次の（∋～④の場合に存置を許容する。  

① 当該計画によって一定の事務の処理又は費用の負担を求められることとなる者   

を相手方又はその構成員とする場合  

② 具体的に範囲が特定された利害関係者、学識経験者を明示的に相手方又はその構   

成員とする場合  

③ 地方自治体の区域を越える利害調整を行う必要があるときに、関係地方自治体を   

相手方又はその構成員とする場合  

④ 地方自治体が処理する事務について、他の者が同一の個別具体的な目的から関連   

する事務を実施し、その整合性を確保する必要があると認められるときに、当該者   

を相手方又はその構成員とする場合   

なお、見直し対象意見聴取等義務のうち、（∋～④に該当するとして存置が許容され  

るもの以外の条項については、見直し後、必要に応じて地方自治体が条例で議決、協  

議・調整・意見聴取等・同意（以下「私人等からの意見聴取等」という。）の手続を  

規定し得ることが必要であり、個別法令がこれを許容しない趣旨でない限り、条例で  

規定することは可能である。   

他方、上記により措置を講じたときに、当該措置に係る相手方について地方自治体  

が条例で私人等からの意見聴取等の手続を定めることを許容しないことになると解  

される場合には、当該措置に係る相手方について地方自治体が条例で私人等からの意  

見聴取等の手続を定めることができることを明示的に規定すべきである（別紙3「（c）  

の具体的に講ずべき措置に係る参照条文」参照）。  

19法律上、国、都道府県、市町村、民間事業者等を問わず、施設管理者に対して協議・調整・意見聴取等を行い、又は施設管  

理者の同意を得ることを義務付けており、国、都道府県がその施設管理者としての立場で協議・調整・意見聴取等を受け、又は  
同意を行うものは除く。  
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（4）計画等の策定の手続（（ハ））のうち公示・公告・公表等の義務付けに係る具体的   

に講ずべき措置の方針   

（1）の見直し対象範囲の（ハ）のうち、公示・公告・公表、閲覧・縦覧等（以下「公  

示・公告・公表等」という。）に係るものについては、公示・公告・公表等に係る規  

定そのものを廃止するか、又は公示・公告・公表等に関する努力・配慮義務に係る規  

定とする（別紙3「（c）の具体的に講ずべき措置に係る参照条文」参照）。   

ただし、次の①～③の場合に限定して存置を許容する。  

① 不特定多数の者の権利を制限し、又は義務を課する場合に、その効力発生要件又   

は内容を周知する手段として行われる場合  

② 権利を有している者又は具体的に範囲が特定された利害関係者に主張の機会を   

付与するために行われる場合  

③ 意見の申立て等、後続の手続の不可欠の前提となっている場合  

（5）計画等の策定の手続（私人等からの意見聴取等、公示・公告・公表等）の個別   

具体的な方法の義務付けに係る見直しの方針   

（1）の見直し対象範囲の（ハ）のうち私人等からの意見聴取等、公示・公告・公表  

等の方法を個別具体的に特定しているもの（以下「見直し対象個別具体的方法義務」  

という。）は、見直し対象個別具体的方法義務に係る規定そのものを廃止するか、又  

は例示化する（別紙3「（c）の具体的に講ずべき措置に係る参照条文」参照）。   

なお、見直し対象個別具体的方法義務については、見直し後、必要に応じて、地方  

自治体が条例で私人等からの意見聴取等、公示・公告・公表等の個別具体的な方法を  

規定し得ることが必要であり、個別法令がこれを許容しない趣旨でない限り、条例で  

規定することは可能である。   

他方、上記により措置を講じたときに、当該措置に係る見直し対象個別具体的方法  

義務について地方自治体が条例で私人等からの意見聴取等、公示・公告・公表等の個  

別具体的な方法を定めることを許容しないことになると解される場合には、当該措置  

に係る相手方について地方自治体が条例で私人等からの意見聴取等、公示・公告・公  

表等の個別具体的な方法を規定することができることを明示的に規定すべきである  

（別紙3「（c）の具体的に講ずべき措置に係る参照条文」参照）。  
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3つの重点事項の個別条項について具体的に講  

ずべき措置  

別表1二施設・公物設置管理の基準・・・   

別表2：協議、同意、許可・認可・承認・   

別表3：計画等の策定及びその手続・－・  

・1－  1  

・1－31  

・1－45   



別表1の凡例  

（a）施設・公物設置管理の基準  

1．り｝野」欄及び「通番」欄は、第2次勧告別紙1と同じである。  

2．「見直し対象」欄のうち、「概要」欄は、見直しの対象範囲となった施設・公物設置管理の   

基準の概略を示し、「該当条文」欄には、該当条文のうち見直し対象となる部分に下線を付   

した。  

3．「条例制定の主体」欄の記号の意味は、次のとおり。   

「1」：都道府県（大都市等に関する特例等により、指定都市等を含む場合もある。）   

「2」：市町村   

「3」：都道府県及び市町村  

4．「備考」欄は、次の場合に記載した。  

（D 見直し対象施設等基準の一部が、第2次勧告で示した「義務付け・枠付けの存置を許  

容する場合のメルクマール」及び「『義務付け・枠付けの存置を許容する場合のメルクマ  

ール』非該当だが、残さざるを得ないと判断するもののメルクマール」（以下、「メルクマー  

ル」という。）に該当する場合。（該当する部分の内容の義務付けについては、存置を許  

容。）   

② 法令で基準が設定されていても、その内容を定量的、個別具体的に定めるために、条  

例を制定することが許容されていることが確認された場合。（「条例制定許容」と記してお  

り、存置を許容。（第○章3（a）（2）ただし書き関連））   

③ 見直しに当たり特に留意すべき点を当委員会として指摘する場合。  

11   



見直し対象  講ずべき措置  
分野  通番   法律   条   項  備考  

概要   該当条文（下線部）   見直しの方針   条例制定の主体   

（高齢者向け公共賃貸住宅への入居）  

第百二十条第百十七条の規定による申出に係る菅借人代替伸幸又は願出  

高齢者向け公共賃貸住宅への  
第120条  第1項   入居基準  廃止又は条例委任   3  

であるときは、当該高齢者向け公共賃貸住宅を管  
入居者の菅椿に該当する看 理する地方公共団体は、その昔右当該富齢者向け公共官省仲宅に入居きせる  

マンションの建替え  ものとする。  
9  13   の円滑化等に閲す  

る法律  
（市町村借上住宅への入居）  

第百二十一条第百十七条の規定による申出に係る管倍人代替伸幸又は転  
第121条  第1項  市町村借上住宅への入居基準    出区分所有者代替伸幸が病臥村借卜伸幸である嬉合においては、当該市町  廃止又は条例委任   2  

村借上住宅を管理する市町村は、当該由出利一ト音券当該市町村借卜伸幸に  
ム丘主立五ものとする。   

（教育、保育等を総合的に提供する施設の認定等）  
第三条幼稚園又は保育所等（以下「施設」という。）の設置者（都道府県を除  
く。）は、その設置する施設が次に撼げる専件に適合している旨の都道府県知  
事（保育所に係る児童福祉法の規定による認可その他の処分をする権限に係  

る事務を地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第百八十条のこの規  
定に基づく都道府県知事の委任を受けて当該都道府県の教育委員会が行う場  
合その他の文部科学省令・厚生労働省令で定める場合にあっては、都道府県  
の教育委員会。以下同じ。）の認定を受けることができる。  
ー当該施設が幼稚園である場合にあっては、幼稚園教育要領く学校教育法  
第二十五条の規定に基づき幼稚園の教育課程その他の保育内容に関して文  

▲学前の子どもに  
部科学大臣が定めるものをいう。）に従って編成された教育課程に基づく教育  

関する教育上」医阜   
を行うほか、当該教育のための時間の終了後、当該幼稚園に在籍している子  
どものうち塀書福祉法富三＋九重笛一店に椙定する釧別こ該当寸る者 

第3粂  第1項  認定こども園の設備■運営基準  に対  廃止又は条例委任   
参酌すべき基準の一層の  
弾力化、大綱化  10  2  ニ当該施設が保育所等である場合にあっては、促音福祉法嘗三＋九条笛－  

阻一  鱈に槍冒する幼児に対する保育を行うほか、当該跡見以外の義三歳以上の  
子ども（当該蛛静が保育所である場合にあっては＿当該保育所が所存する市  

町村（轄別院多含か㌧以下闇l二▲）lこおける闇法官ニ＋四重富二店に組雷する  

ら九る数の子どもに限  
五⊥を保育し、かつ、恵三島以トの羊どもに対し学校教育法第二十三条各号  
に掲げる目標が達成されるよう保育を行うこと。  
三子育て支援事業のうち、当該施設の所在する地域における教育及び保育  
に対する需要に照らし当該地域において実施することが必要と認められるもの  
を、保護者の要請に応じ適切に提供し得る体制の下で行うこと。  
四 二丈弘独里左足血豆生温軋左臣上組臨盟一丁定める愉静の滑借丑丁∫運営に            盟主金主塗を参酌して都道府県の条例で定める認定の基準に適合すること。   
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見直し対象  講ずべき措置  

分野  通番   法律   条   項  備考  
概要   該当条文（下線部）   見直しの方針   条例制定の主体   

2幼稚蘭及一片保育所等の子九ぞ九の用に俵き九る練 
保連携施設」という。）の設置者（都道府県を除く。）は、その設置する幼保連携  
施設が次に槍げる専件に適合している旨の都道府県知事の認定を受けること  
ができる。  
一次のいずれかに該当する施設であること。  
イ当該幼保連携施設を構成する保育所等において、藩三歳以上の子どもに  

対し学校教育法第二十三条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行い、  
参酌すべき基準の一層の  

第3条   第2項  認定こども園の設備・運営基準   弾力化、大綱化  
就尊厳剋三 女士  ロ当該幼侯連樵縮儲香構成する保育所讐に入所Lて いた子どもを引き続き  
閻王  当該幼保連携施設を構成する幼稚園に入園させて一貫した教育及び保育を行  

10  2    等旦総会坦生還盤  うこと。  
の推進l三関王る法  二子育て支援事業のうち、当該幼保連携施設の所在する地域における教育  
寧1  及び保育に対する需要に照らし当該地域において実施することが必要と認めら  

れるものを、保護者の要言引こ応じ適切に提供し得る体制の下で行うこと。  
支部私学士F′厘ヰ萌助士醇とが 

盟主五基塗を参酌して都道府県の条例で定める認定の基準に適合すること。   

2認定こども園（第三条第一項又は第二項の認定を受けた施設及び同条第  

第6条   第2項  認定こども圃の表示基準  三項の規定による公示がされた施設をいう。以下同じ。）の設置者は、王立塵 物又は敷】他の公褒の眉やすい1最戸斤に ▲当該抽三9が害盈昏こども聞て；寿lる旨の蒜  

元本l一なければならない。   

第三条学校を設置しようとする者は、学校の種類に応じ、せ部私学大臣の蕾  
第3条  学校の設置基準  める設備．紹刺その他に関する設置基準に従い、これを設置しなければならな  

い。   

第百二十八条専修学校は、次に塙げる毒Ⅰ引こついて文部私学大臣の定める  
基塗に適合していなければならない。  
二B的．ヰ桔の敏文は護持の挿雀引こ応じて青かなければならない教畠の  

第128条  専修学校の設置基準  塾  
なけ九ばならない接地及び  

格舎の面持前刃に子の付 年件の散文は護持の挿雀引こ瓜こて右lノ 窟丑Tf王署滝  
10  3  学校教育法  なけ九ばなもない設 

三日的∴牛樵の散文は護持の擢雀引こ航じ丁右1ノ備 四目的又は課程の種類に応じた教育課程及び編制の大綱   

2専修学校の校長は、教育に関する油層左右l＿▲かつ．教書一撃鮪又はせ化  
第129条  第2項  専修学校の校長資格  

に関する斐弄引こ辞書した者でなければならない。   
廃止又は条例委任   

第129条  第3項  専修学校の教員資格   闇1上せ菩旺私学大鰐の蕾める督絡奏者する着でなければならない。   3専修学校の教員は、子の相当する教書に関する圭門的な知誰又は持能に   廃止又は条例委任   
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見直し対象  講ずぺき措置  

分野  通番   法律   条   項  備考  

概要   該当条文（下線部）   見直しの方針   条例制定の主体   

第二十四条市町村は、倶誰者の萌働又は疫病その他の政令で定める基蓮に   
ニ上り 旨諾すべ l見＿必用計文王日豪三＋九条笛  

従い各一別で蕾める主由l．子の弓き軋        二頂に規定する曝書の保育に欠けるとこみがある媚合において＿僅話者から  
第24条  第1項   保育所の利用者基準  由込みがあつト′声l士▲子九らの悍雪右侯書所においT侵音l一 廃止又は条例委任   2  

巳」ただし、付近に保育所がない等やむを得ない事由があるときは、その他の  
適切な保護をしなければならない。  

指定知的障害児施設の従業者  
第24条の12  第1項   の資格   盈良基塗に従い、指定施設支援に従事する従業者を有しなければならない。   

廃止又は条例委任   

21  6  児童福祉法  
省令で居める 

第24条の12  第2項  指定知的障害児施設の設備・運 営基準  ②指定知的障害児施設等の設置者は、厘年常勤措辞知的瞳 幸旧繍滑掌の静億乃一丈運営に髄する其進に従い、指定施設支援を提供しなけ ればならない 
。   

施設の職艮の資格   第35条  

3  

第45条   

21  12  老人福祉法   
2養護老人ホーム及び特別養護老人ホームの設置者は、五盛血基 

第17条  第2項  老人福祉施設の設備・運営基準   塗を遵守  3  
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別表2の凡例  

（b）協議、同意、許可・認可・承認  

1．「分野」欄及び「通番」欄は、第2次勧告別紙1と同じである。  

2．「見直し対象」欄は、見直し対象範囲に該当する協議、同意、許可・認可・承認の概略を示   

した。なお、協議を受け、又は同意、許可・認可一承認を行う者は、括弧内に記した。   

（例）・同意協議（大臣）：大臣の同意を要する協議（同意のみの場合を含む）  

・協議（知事）：知事への協議  

3．「講ずべき措置」欄の記号に対応して、具体的に講ずべき措置は以下のとおりである。   

なお、「×」の場合は、見直し対象を廃止すべきものである。  

「講ずべき  
本文の記述（「講ずべき措置」欄の記号に対応）   具体的に講ず  

措置」欄の  

記号  
【】内は本文の記述箇所   べき措置   

法制度上当然に、国の税制・財政上の特例措置が講じられる計画を策   

1a  定する場合  

【（b）（2）（i）（a）】   

地方自治体の区域を越える一定の地域について総量的な規制・管理を  

1b  
行うため国が定める総量的な具体的基準をもとに関係地方自治体が  

計画を策定する場合  

【（b）（2）（i）（b）】   

法制度上当然に、国の施策を集中的・重点的に講ずるものとされてお  

り、法制上の特別の効果が生じる計画を策定する場合において、呈該  

1①  国の施策と当該計画との整合性を特に確保しなければ当該国の施策  

の塞凰；畳し〈重爆が生ずると認吸られる王座  同意を草する  

【（b）（2）（i）①】  協議を許容   

国（都道府県）に対して一定の事務の処理を義務付けることとなる場合  

1②  
であって 国（β道府目）の施策と整合性を特に確保しなければこれら  

の施策の由施に著しく支障が生ずると認められるもの  

【（b）（2）（i）②】   

地方自治体の区域を越えて移動する天然資源について広域的な観点  

から適正管理を行う場合であって、関係地方自治体の間では利害調整  

が明らかに困難であり、国が特にその処理の適正を確保する必要があ  
1③  

るも型  

【（b）（2）（i）③】 
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国・地方自治体の事務配分の特例を許容するために事務の移譲を受   

ける都道府県、市町村が協議を求める場合、又は国・地方自治体以外  

2（D  
の主体と市町村（都道府県）の間の事務配分の特例を都道府県（国）が  

許容する場合であって、都道府県亡国）＿が箆Lこそ免処理の塾重畳廷僅  

土星必圭があ畳も嬰  

【（b）（2）（ii）①】  

地方自治体の区域を越える一定の地域について総量的な規制・管理を  

行うため国が定める総量的な目標に従って関係地方自治体が計画を  
2②  

策定する場合  

【（b）（2）（ii）②】  

事務の処理に当たって当該地方自治体の区域を越える利害調整が必  

2③  
要であるが、関係地方自治体との間での利害調整が明らかに困難であ  

り、恩｛重量庇県と垂ヨ勤王その処理の適重畳亜像王包毎夏があ名連¢  

【（b）（2）（ji）③】  

同意を要しない  

同一の個別具体的な行政目的の達成のために国・地方自治体にそれ  協議を許容  

2④  
ぞれ専ら担う権限が配分されているため、国土軌道靡県）上里調＿彗が杢  

可欠でぁる場貪であって、私人の権利・義務に関わるもの  

【（b）（2）（ii）④】  

同一の事案について国（都道府県）が異なる個別具体的な行政目的か  

ら重畳的に異なる権限を行使することが可能である場合、又は国（都道  

2⑤  府県）が既に行った行政処分の内容と抵触する可能性がある権限を行  

使する場合であって、私人の権利・義務に関わるもの  

【（b）（2）（ii）⑤】  

私人に対して課される義務付けを国及び地方自治体に対して免除して  

いる場合であって、国に対する協議を義務付ける相手方として地方自  
2⑥  

治体を国と同様に扱っている事務を処理するもの  

【（b）（2）（ii）⑥】  

刑法等で一般には禁止されていながら特別に地方自治体に許されてい   

3d  るような事務を処理する場合  

【（b）（2）（iii）（d）】  

3e   
公用収用・公用換地・権利変換に関する事務を処理する場合  

【（b）（2）（iii）（e）】  

3f   
補助対象資産、国有財産処分等に関する事務を処理する場合  

許可・認可一乗  

3g   
法人の設立に関する事務を処理する場合  

【（b）（2）（iii）（g）】  

認を許容  

国の関与の名宛人として地方自治体を国と同様に扱っている事務を処  

3h  理する場合  

【（b）（2）（iii）（h）】  

私人に対しては許可・認可を行うものとされている事業を地方自治体が  

3（D  行う場合であって、地方自治体の事務として定着していないもの  

【（b）（2）（iii）①】  



同一の個別具体的な行政目的の達成のために国・地方自治体にそれ   

4①  意見聴取を許   ぞれ専ら担う権限が配分されているため、国土着帽疲県）上吸調度垂ミ杢  
可矢で塵る湯量   容  

【（b）（2）（iv）（D】   

私人に対しては許可・認可を行うものとされている事業を地方自治体が   

5①  
事前報告・届   行う場合であって、垂軌；旦〈厳達虚空むガ華Lヨ巴塵L〔あく虔き真が豊  
担皇ね卓追吸   出・通知を許容  

【（b）（2）（V）①】   

法制度上、国の税制・財政・法制上の特例措置を講ずることを促す場   

6①  ム   凶  

事後報告・届  

出・通知を許容  

6②   ある場合  

【（b）（2）（vi）②】   

第○章3（b）（2）において「（i）（ii）（iv）（v）の項目のうち下破線部分には該当しないが、そ  

2※     れ以外の部分に該当しているものについては、下破線部分に該当しない程度に応じて   

4※  個々に判断し、それぞれの場合に許容するものとされている同意を要する協議、同意を要   

5※  しない協議、意見聴取、事前報告・届出・通知よりも弱い形態のものとする。」とされてお   

6※   り、これに基づき「同意を要しない協議」「意見聴取」「事前報告・届出・通知」「事後報告・届  

出・通知」が必要と判断する場合は、それぞれ2※、4※、5※、6※と記載。   

4．「備考」欄は、次の場合に記載した。   

①「講ずべき措置」欄で、2※、4※、5※、6※と記したものについて、許容される形態を示  

す場合。   

② 見直しに当たり特に留意すべき点を当委員会として指摘する場合。  
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分野  通番   法律   条   項   見直し対象   講ずペき措置   備考   

第14条  第8項  同意協議（知事）   2①  

21  l  社会福祉法  

第73条  第1項  許可（知事）   ×  

21  13  高齢者の医療の確 保に関する法律  第133条  第2項  協議（知事）   ×  

22    国民健康保険法  第12条  協議（知事）   ×  



別表3の凡例  

（c）計画等の策定及びその手続  

1．「分野」欄及び「通番」欄は、第2次勧告別紙1と同じである。  

2．「見直し対象」欄は、見直し対象となる計画等の策定及びその手続の概略を示した。  

3．「整理記号」の意味及び「講ずべき措置」欄の記号に対応して、具体的に講ずべき措置は、   

以下のとおりである。   

（1）「講ずべき措置」欄が「×」の場合  

整理   具体的に講ずべき措置   

記号  
意味  

（「講ずべき措置」欄が「×」の場合）   

次のいずれかの措置を講ずる  

・計画等の策定及びその内容に係る規定そのもの  

c2  計画等の策定及びその内容  
の廃止  

・計画等の策定に係る規定の「できる」規定化又は  

努力義務化、及びその内容に係る規定の例示化  

又は目的程度の内容への大枠化   

計画等の策定の手続のうち一定の相手  

cb  
方の意見聴取等の義務付け（地方自治体  

が国又は都道府県を相手方として行う  
廃止   

行為）  

計画等の策定の手続のうち一定の相手  

c3   方の意見聴取等の義務付け（cbに該当す  
廃止又は協議・調整・意見聴取等に関する努力・配  

るものを除く）  
慮義務に係る規定化   

c4   
計画等の策定の手続のうち公示・公告・  廃止又は公示・公告・公表等に関する努力・配慮義  

公表等の義務付け   務に係る規定化   

計画等の策定の手続（私人等からの意見  

c5   聴取等、公示・公告・公表等）の個別具  

体的な方法の義務付け   
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整理  「講ずべき  本文の記述（「講ずべき措置」欄の記号に対応）   

措置」欄  具体的に講ずべき措置  
記号  

の記号   
【】内は本文の記述箇所  

私人の権利・義務に関わる行政処分の直接的な  

根拠（私人、他の地方自治体の費用負担の直接  
①  

的な根拠を含む。）となる計画を策定する場合  

【（c）（2）①】   

計画等の策定及び内容（①～③  

②   
総量的な規制・管理を行うために計画を策定する  

に係る部分）の義務付けの存置  
場合  

【（c）（2）②】  

を許容  

基本的事項について市町村による一定の判断が  

③  
あることを直接的な根拠として都道府県が計画を  

策定する場合  

【（c）（2）③】  

c2  次のいすれかの措置を講ずる  

・計画等の策定及びその内容  

に係る規定そのものの廃止  

・④に係る計画等の内容の轟  

務付けの存tを許容した上  

法制度上、国の税制・財政・法制上の特例措置       で、計画等の策定に係る規定  

が講じられる計画又は特例措置を講ずることを促  の「できる」規定化又は努力  
④  

す計画を策定する場合   暮務化  

【（c）（2）④】  ・G2①－③に係る部分と不可  

分である場合、計画等の策定  

の義務付けの存tは許容さ  

れることとなるが、喀）に係る計  

画等の内容が任意的記飯事  

項であることの明確化  

議決、協議・調整・意見聴取等・同意、認定の手  

別表2（b）  続を義務付けているもののうち、地方自治体が国  

cb   の表中記  
又は都道府県を相手方として行う行為（地方自治  

体が私人と同一に取り扱われているものを除く）   
⊂：コ  

については、見直しの方針は（b）と同様  
「別表2の凡例」を参照  

【（c）（3）第一段落】  

当該計画によって一定の事務の処理又は費用の  （（》の場合）  

c3   
負担を求められることとなる者を相手方又はその  

①  
構成員とする場合  

【（c）（3）①】   

（（か－④の場合）  

具体的に範囲が特定された利害関係者、学識経  
協議・調整・意見聴取等の存置  

②  を許容       験者を明示的に相手方又はその構成員とする場  

合  【（c）（3）②】  
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地方自治体の区域を越える利害調整を行う必要  

③  があるときに、関係地方自治体を相手方又はそ  

の構成員とする場合  

【（c）（3）③】  

地方自治体が処理する事務について、他の者が  

同一の個別具体的な目的から関連する事務を実  

④  
施し、その整合性を確保する必要があると認めら  

れるときに、当該者を相手方又はその構成員とす  

る場合   

【（c）（3）④】   

不特定多数の者の権利を制限し、又は義務を課  

する場合に、その効力発生要件又は内容を周知  

する手段として行われる場合  

【（c）（4）（D】   

公示・公告・公表等の存置を許  

c4   れた利害関係者に主張の機会を付与するために  
②   

行われる場合  
容  

【（c）（4）（塾】  

意見の申立て等、後続の手続の不可欠の前提と  

③  なっている場合  

【（c）（4）③】   

4．「備考」欄は、次の場合に記載した。  

（D メルクマールに該当する場合。（該当する計画等の内容は、存置を許容。）  

②見直しに当たり特に留意すべき点を当委員会として指摘する場合。  
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分野  通番   法律   条   項  見直し対象   講ずべき措置   備考  

（整理記号）   

④（下水道の整備等に伴  
うー般廃棄物処理業等の  
事業の転換並びに経営の  

下水道の整備等に  
近代化及び規模の適正  
化、下水道等の整備等に  

20  33   伴う一般廃棄物処 理業等の合理化に  
第2項  合理化事業計画の内容   C2  より業務の縮小又は廃止  

関する特別措置法   
を余儀なくされる一般廃棄  
物処理業等を行う者に対  
する資金上の措置に係る  

部分）  

×（その他）  

メルクマールV：4号～8号  
①（10号～12号に係る部  ）   

第30条の4  第2項  医療計画の内容   c2  分   
×（その他）  り独自に加減算できるよう  

見直し  

第30条の4  第10項  学識経験者の団体の意見聴取   c3   
20  44  医療法  

②  

第30条の4  第12項  医療計画の内容の公示   c4   ①  

第30粂の6  第1項  医療計画の変更   c2   ×  

救急医療用ヘリコ  医療計画に定める救急医療用へ  
c2   20  45   ブターを用いた救 急医療の確保に関  第1項   リコブターを用いた救急医療の  

×   メルクマール∨：2号   

確保の内容  
する特別措置法   

安全な血液製剤の  
20  52   安定供給の確保等  c4   ×  

に関する法律   

第20条  指導監督の計画の策定   c2   ×  

②（社会福祉を目的とする  
事業を経営する著その他  

住民、福祉事業者等の意見反映   c3  社会福祉に関する活動を  

第107条  
行う者に係る部分）  

×（その他）  
21  l  社会福祉法  

市町村地域福祉計画の内容の  c4   
事前公表  

×  

住民等の意見反映   c3   ×  

第108条  

都道府県地域福祉支援計画内  c4   
容の事前公表  

×  

21  3  民生委員法   第18粂  
民生委員の指導監督の計画の  
策定   

c2   ×  

第8条   第1項  市町村行動計画の策定   c2   ×  

第8条   第2項  市町村行動計画の内容   c2   ×  

第8条   第3項  住民の意見反映   c3   ×  

第8条   第4項  市町村行動計画の公表   c4   ×  

21  5  次世代育成支援対                                                              第8条   第5項  市町村行動計画に基づく措置の 施状況の公表   

策推進法  
c4   

実  
×  

第8条   第6項  市町村行動計画の公表方法   c5   ×  

第9条   第1項  都道府県行動計画の策定   c2   ×  

第9条   第2項  都道府県行動計画の内容   G2   ×  

第9条   第3項  住民の意見反映   c3   ×  
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分野  通番   法律   条   項  メ、   講ずべき措置   備考  
（整理記号）   

第9条   第4項  都道府県行動計画の公表   c4   X  

第9条   第5項  都道府県行動計画に基づく措置 の実施状況の公表   
c4   X  

第9条   第6項  都道府県行動計画の公表方法   c5   ×  

21  5  次世代育成支援対                                               ミ   
准   

第19条  第1項  特定事業主行動計画の策定   c2   ×  

第19条  第2項  特定事業主行動計画の内容   c2   ×  

第19条  第3項  特定事業主行動計画の公表   c4   X  

第18条の2  児童委員の研修の計画の策定   c2   X  

第56条の8  第1項   市町村保育計画の策定   c2   〉く  

第56条の8  第2項  住民の意見反映   c3   ×  

第56条の8  第3項   市町村保育計画の公表   c4   ×  

市町村保育計画実施状況の公  
表   

c4   ×  

第56条の8  第4項  

21  6  児童福祉法  市町村保育計画の公表方法   c5   ×  

第56条の9  第1項   都道府県保育計画の策定   c2   ×  

第56条の9  第2項  住民の意見反映   c3   ×  

第56条の9  第3項  都道府県保育計画の公表   c4   X  

都道府県保育計画実施状況の  
公表   

c4   ×  

第56条の9  第5項  

都道府県保育計画の公表方法   c5   ×  

母子福祉同体その他関係者の  ②（母子福祉団体に係る   

意見反映   
c3  部分）   

21  10  母子及び寡婦福祉 法  第12条  第1項  ×（その他）  

母子家庭及び寡婦自立促進計  
画内容の事前公表   

c4   ×  

第20条の8  第1項   市町村老人福祉計画の策定   c2   ②  

第20条の8  第2項  市町村老人福祉計画の内容   c2   ②（1号に係る部分）   
×（その他）  

第20条の8  第3項  市町村老人福祉計画内容にお ける勘   

案事項   
c2   ②  

第20条の8  第5項  市町村老人福祉計画内容にお ける勘案事項   c2   ×  

21  12  老人福祉法  

第20条の8  第8項   都道府県の意見聴取   cb   4①（1号に係る部分）   
×（その他）  

第20条の9  第1項  都道府県老人福祉計画の策定   c2   

第20条の9  第2項  都道府県老人福祉計画の内容   c2   ①（1号に係る部分）   
X（その他）  

第20条の9  第3項  都道府県老人福祉計画策定に おける勘案事項   c2   
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設定の類型  
条例委任する場合の基準  

「参酌すべき基準」型   「標準」型 「従うべき基準」型、   

法的効果   O「参酌すべき基準」とは、十分参照し  O「標準」とは、通常よるべき基準   O「従うべき基準」とは、必ず適合しな  

なければならない基準  ければならない基準  

○条例の制定に当たっては、法令の「参  ○条例の内容は、法令の「標準」を標準  ○条例の内容は、法令の「従うべき基準」  

酌すべき基準」を十分参照した上で判  に従わなければならない   

断しなければならない   

異なるものを定める  法令の「参酌すべき基準」を十分参照し  法令の「標準」を標準としつつ、合理的  法令の「従うべき基準」と異なる内容を   

ことの許容の程度   た結果としてであれば、地域の実情に応  な理由がある範囲内で、地域の実情に応  定めることは許容されないが、当該基準  

じて、異なる内容を定めることは許容  じた「標準」と異なる内容を定めること  に従う範囲内で、地域の実情に応じた内  

は許容   容を定めることは許容   

備  考   「参酌する行為」を行ったかどうかにつ  「標準」と異なる内容について説明責任  「従うべき基準」の範囲内であることに  

いて説明責任（行為規範）   ⇒合理的な理由がない場合は違法  ついて説明責任  

⇒「参酌する行為」を行わなかった場合  ⇒基準の範囲を超える場合は違法  

は違法  

「準則」も同じ       「参考とすべき基準」「勘酌すべき基準」  「定めるべき基準」「遵守すべき基準」  

「勘案すべき基準」「考慮すべき基準」  「適合すべき基準」「よるべき基準」も  

も同じ  同じ  




